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経営  トップに聞く

御社の設立経緯についてお聞かせください。
　社名の「ペットクラブオーシャン」からは海
を想像する方が多いと思います。現在は魚など
海の生き物は取り扱っていませんが、実は当社
は創業当時、リゾートホテルのロビーや商業施
設などにある沖縄の海を再現した大型水槽をレ
ンタルする会社でした。当時は、魚などの生き
物の管理や水槽のメンテナンスを一括で引き受
けていました。
　その後、私が犬が好きであったことがきっか
けで犬や猫などの生体販売を開始し、ペット関

連商品を取り扱う事業を本格的にスタートさせ
ました。のちのペットブームの追い風もあり、
現在は犬猫の生体の取り扱いやグッズ販売、ト
リミングサービス、動物病院をメインとして事
業展開しています。

事業内容について教えてください。
　現在は全 5 店舗、1 診療所で事業を展開してい
ます。店舗としては北中城村の本店、那覇市新都
心の店舗、北谷町美浜の店舗、そして米軍嘉手納
基地内店、米軍キャンプコートニー店です。
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有限会社 ペットクラブオーシャン
代表取締役社長 金城 高治 氏

有限会社ペットクラブオーシャンは、1993年に創業した、北中城村にあるペットショップである。
現在、米軍基地内店舗を含めて県内5店舗を展開し、北中城村の本店2階には動物病院も併設している。
特にトリミング技術の高さから常連客が多く、若手の育成にも注力している。今回、北中城村の本店
に金城高治社長をお訪ねし創業の経緯、事業内容、業界の課題、人材育成に関する関する考えについ
てお聞きした。また、未だに終息の兆しがみえない新型コロナウイルス感染症のペット業界への影響
等についてお聞きした。	 インタビューとレポート　　新垣　貴史
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経営  トップに聞く

　米軍基地内に店舗を開設した経緯は、もとも
と北谷店では米軍関係者が犬のトリミング目的
で来店されるお客様が非常に多く、理由を調べ
てみると米軍基地内には公的な機関が運営して
いるペット用のトリミング施設が 1 か所しか
ないことが分かりました。基地内にペット関連
サービスのニーズが高いことが分かり、いつか
基地内に出店できたらと考えていました。
　そうした中で、知人から基地内の店舗に空き
が出たという情報を得て、すぐに応募しました。
ただし基地内の店舗に出店するためには、いろ
いろな審査があり簡単ではありませんでした
が、無事に出店することができました。
　北中城村の本店で 2 ～ 3 年トリミングの経
験を積んだ若い職員を基地内店舗で勤務させて
います。職員も元々英語は話せなかったのです
が、数カ月で接客に支障がないほどに上達し、
若い人の対応力はすごいなと感心しています。
　あとは北中城村の本店 2 階にあるアニマル
診療所「はね」です。当社では犬猫などペット
に関する総合的なサポートを目指しており、病
気やケガに対する対応も充実させています。

他のペットショップと比較したオーシャンの強
みは何ですか。
　2021 年 9 月に創業 28 年を迎えました。
28 年ずっと北中城村を中心に事業を行ってお
り、強みは地域に根差したお客様との信頼関係
ではないかなと思います。私も犬や猫などの生
体をブリーダーから譲り受ける時は、長年の信
頼関係をしっかりと築いている業者からと決め
ています。
　最近は、犬や猫をご購入されるお客様は、ほ
とんど犬や猫向けの医療ペット保険に加入され
ます。ペットたちが病気になっても医療費の一
部が補填されるので非常に人気があります。
　そういったなかで以前に保険会社の営業マン
の方から「ペットクラブオーシャンでペット用
医療保険に加入された方は動物病院の受診率が
低いんです」ということを言われたことがあり
ます。つまり健康で元気な犬や猫が多いので病
院を受診する必要がないということです。これ
はペットショップを経営している者として非常
にうれしいことですし、そういったこともお客
様との信頼に繋がっているのかな、と感じてい

北中城村の本店
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経営  トップに聞く

ます。
　ただし、生き物を取り扱っている以上どうし
ても、心臓や足に異常があるという場合は必ず
あります。20 年以上この事業を行っているの
で、対象の犬や猫をしばらく観察し動きをみて
いると、この子は右足が悪いなとか前足に問題
がありそうだな等のことは、おおよそ分かって
きます。そういった場合は、当社が経営してい
る動物病院でしっかり検査を行い、購入者に
しっかりと説明します。
　以前に心臓の悪い子犬がいて、譲渡者にしっ
かりと事情を説明し無理に走らせないなどの飼
い方のレクチャーをしたことがありました。そ
の子犬は 13 ～ 14 歳まで元気に長生きしてい
ました。持病があったとしても、飼い方を工夫
すれば長生きする子もいるのです。

県内のペットショップ業界の課題はありますか。
　当社では KBC 学園グループの「沖縄ペット
ワールド専門学校」でトリミングを学んだ学生
を積極的に採用しています。沖縄では犬猫が大
好きでトリミングを学んでも、その技術を活か

せる就職先が少ないのが現状です。希望してい
ても残念ながらペット産業とは関係ない仕事に
就くしかない場合や、県外でペット関連の会社
に就職するしかない若者も多くいます。
　当社では、たくさんは採用できませんが、そ
ういった能力のある若い子を積極的にサポート
して育てていきたいと考えています。

社会貢献活動はどのようなことを行っていますか。
　以前から従業員の有志のメンバーで北中城村
の本店周辺を年 3 回、美化活動や定期清掃を
行っています。地域のお客様あっての店舗運営な
ので、このような美化活動や定期清掃活動は引き
続き積極的に行っていきたいと考えています。
　また数年前から「九州ケネル事業協同組合」
の専務理事を務めており、沖縄県の取りまとめ
役としての活動を行っています。ケネル事業組
合とは全国組織もある「人と動物の共生の中で
情操豊かな社会作りを考えるための組織」で、
ペット事業に関わるショップ、訓練士、ブリー
ダー等の各分野のプロフェッショナルで構成
されています。この九州ケネル事業の一環で、

「キャンプコートニー基地内店」

犬用の服やリードも充実しています 基地内店でもトリミングが大好評

こだわりのペットフードも取扱い
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2016 年 4 月の熊本地震の際に被災地のペッ
ト支援としてペットフードやグッズなどの支援
活動を行いました。何らかの災害が起こった際
は、どうしても人への支援が中心となりペット
への支援は取り残されていることが多いので
す。ペット産業を行う者として、相互扶助の精
神で活動を続けていきたいと考えています。

人材育成に対する考え方について教えてください。
　当社の行っているペット事業はお客様に夢を
売る商売です。従業員に対してはそういう意識
を常に持つように指導し、月に 1 度は全社員
が集まってミーティングを開催しています。　
　また、経営の基本として大事にしている言
葉を 10 個あげています。1. 元気な声であい
さつをする、2. 連絡の徹底、3. 掃除の徹底、
4. 生体のこまめな手入れ、5. 生体の体調管
理、6.POP の作成、7. 整理整頓、8. アフター
の電話をする、9. スタッフ同士で固まらない、
10. 仕事を効率良くする。この 10 の言葉は当
たりまえと思われる方もいらっしゃるかもしれ
ませんが、この当たり前と思われる基本を大事

にしたいと考えています。
　多くの方がペットショップを訪れた時、動物
臭というか独特の匂いがあることに気づいて
も、ペットショップだからしょうがないと感じ
ていると思います。しかし、私はそうではない
と思います。きちんと清潔に掃除やケアをして
いれば匂いは発生しません。そういう基本的で、
当たり前のことをしっかり実行していくことが
大事です。
　あと、もう一つ私が大事にしていることは店
舗内の POP の作成です。店舗内などにある商
品の価格や商品の説明を記載しているカラフル
な紙のことです。季節感を感じるようなデザイ
ンで、美しく人の目を惹くような POP が理想
です。細かいところですが、プロとして、そう
いったことに対して手を抜かないことが大事だ
と従業員には伝えています。

新型コロナウイルス感染症の影響はございますか。
　2020 年 4 月の新型コロナウイルス感染症
の拡大による巣ごもり需要の影響で、ペットを
購入したいという方が一気に増えました。コロ

「キャンプコートニー基地内店」では
ペットグッズも取扱い

確かな技術でトリミング 年 3 回の美化及び清掃活動を実施

トリミング後のシャンプー
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ナ前には 10 万円程度で購入できた犬種が 30
万円以上の価格に上昇したという例もあるほど
です。新型コロナ感染症の収束が見通せないな
か、同様の需要が継続していくのではないかと
予測しています。今はペットを飼いたいと希望
している方も、価格が上昇しておりなかなか手
が出せないという方も多いのではないかと思い
ます。新型コロナウイルス感染症が早く終息
し、今の状態も落ち着いてくることを願ってい
ます。
　あと、もう 1 つ新型コロナ絡みの困った事
象があります。コロナ前と比較して、ストレス
を抱えて体調を崩し動物病院に来る犬猫が増え
ています。原因は明確で、飼い主である人間が
巣ごもりで、あまりに家にいるので動物たちが
自分だけの時間が持てずにストレスも貯めてい
るようなのです。つまり、ペットたちも飼い主
の生活スタイルが変化して困惑しているので
す。人間とペットもベッタリというよりは、あ
る程度の距離感は大事です。
 

感謝の気持ちを忘れずに
　これから取り組んでいきたいことは、来年をめ
どに本店及び動物病院を建て替えることです。今
よりも敷地面積を大きくする計画です。
　また、今まで行ってこなかったブリーダー事
業も開始することを検討しています。ペットに
関する、ブリーダー、生体販売、医療保険取り
扱い、グッズ等の販売、診療などのサービスを
自社の責任のもとトータルでサポートしていく
ことが目標です。
　当社は動物を愛する皆様に夢をお届けするの
が大事な使命です。今後ともお客様や地域に皆
様、取引事業先への感謝の気持ちを忘れずペッ
ト事業のプロとしての仕事を果たしてまいりま
す。

企業概要

商　　 　号：
住　　 所：
連 絡 先：

創　　 業：
役　　 員：
従 業 員 数：
U　　R　　L：
店　　 舗：

診 療 所：

有限会社 ペットクラブオーシャン

沖縄県北中城村仲順 26-1

TEL　098-935-4485

FAX　098-935-4436

1993 年 9 月（平成 5 年）

代表取締役　金城　高治

18 名（2021 年 7 月 31 日現在）

https://www.ocean-pet.com

本店（北中城店）

支店（北谷美浜店）

支店（新都心店）

支店（嘉手納基地内店）

支店（キャンプコートニー内店）

アニマル診療所　はね

ペットクラブオーシャン新年会

皆様のご来店を
お待ちしております
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起業家訪問 An Entrepreneur

　浦添市屋富祖の住宅街に宮城珠算学校はあ

る。この珠算学校は珠算や暗算の段位取得や

全国珠算大会でトップクラスの実績を持ち、

全国の教育関係者から注目を集めている学校

である。現在、生徒数は６５０人で北は今帰

仁村から南は糸満市から通う生徒もいる。今

回、同行に宮城忍人校長をお訪ねし、学校の

設立の経緯、指導へのこだわりや県内の実情
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　　　人間性を高める教育を実践
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学校内に団体優
勝のトロフィー
がずらりと
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

プレスリリース:
　二次電池（充電して繰り返し使えるバッテ
リー）は、増大するエネルギー需要を持続可
能な方法で満たすために必要なものですが、
すべての二次電池が同じというわけではあり
ません。沖縄科学技術大学院大学（OIST）
のエネルギー材料と表面科学ユニットの研究
チームは、そのようなエネルギー源の有力候
補であるリチウム硫黄電池の最適化に取り組
みました。同研究成果は、Nature Communi-
cations誌に掲載されました。
　本論文の筆頭著者であるフイ・ジャン博士
は、次のように説明しています。「リチウム
硫黄電池は、すでに市販されているリチウム
イオン電池よりも多くのエネルギーを蓄える
ことができます。これを数値化すると、リチ

ウムイオン電池を搭載した電気自動車の場
合、再充電が必要になるまでの平均走行可能
距離は300キロメートルです。リチウム硫黄
電池のエネルギー貯蔵量を改善できれば、こ
の値を500キロメートルまで伸ばすことがで
きるでしょう」
　リチウム硫黄電池の普及・商業化を妨げて
きた最大の課題は、中間生成物が溶解しやす
い点にあります。電池を製造する際には、硫
黄がリチウムと反応して生成物ができます
が、これには2つの段階があります。第1段
階では、多硫化リチウムが生成されます。こ
の多硫化リチウムはポリスルフィドに溶解し
やすい性質を持っており、ポリスルフィド
は、電池の性能を低下させるため、寿命が大
幅に短くなってしまいます。電池を最適化す

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
　許可を得て転載した記事です。

OISTでは新型コロナウイルス感染防止のため、当面の間一般
見学（カフェ利用含む）および県外からの訪問受け入れを停
止しております。現在、オンラインでキャンパスの見学ツ
アーを受け入れています。詳しくはHPの見学ページ
（https://www.oist.jp/ja/page/29933）をご覧ください。

るためには、硫化リチウム（Li2S2または
Li2S）に可能な限り素早く変化させる必要が
あります。そこで研究チームは、不要なポリ
スルフィドを吸収する二酸化チタン（TiO2）
と製造過程を加速させる窒化チタン（TiN）
という2種類の材料を使用しました。
　本論文の著者の一人である大野勝也博士は
次のように説明しています。「この2つの材

料を用いて、低コストで利用しやすいハイブ
リッド材料を開発したところ、電池の性能を
向上させる優れた効果があることがわかりま
した」
　これらの材料は非常に繊細なものであるた
め、研究チームは、電池の効率を最大限に高
めるためにナノメートル単位で調整を行いま
した。その結果、10ナノメートルの窒化チ

タンと5ナノメートルの二酸化チタンを使用
した構造が最も効率的であることを突き止め
ました。ポリスルフィドの吸収と、製造過程
全体の加速化により、電池の性能が大幅に向
上しました。これにより、充電時間が短縮さ
れた他、再充電が必要となるまでの時間が長
くなり、電池そのもの寿命も長くなりまし
た。これを立証するために、研究チームは充
放電を200サイクル繰り返し、その効率がほ
とんど変化しないことを確認しました。

発表論文詳細：
論文タイトル: Long-life lithium-sulfur batteries with high areal capacity based on coaxial CNTs 
@TiN-TiO2 sponge
著者: Hui Zhang, Luis K. Ono, Guoqing Tong, Yuqiang Liu, Yabing Qi
発表先: Nature Communications
DOI: 10.1038/s41467-021-24976-y
発表日: 2021年8月6日

　本論文の責任著者であり、OISTのエネル
ギー材料と表面科学ユニットを率いるヤビ
ン・チー教授は、次のように述べています。
「電池の性能を向上させるために、材料をさ
らに最適化していくつもりです。リチウム硫
黄電池の研究には多くの優秀な人材が携わっ
ており、本当に有望な技術です」
　本研究は、OIST技術開発イノベーション
センターのプルーフ・オブ・コンセプトプロ
グラムの支援を受けて行われました。

研究チームは電池を最適化するために、反応過程を加速させると同時に不要なポリスルフィドを吸収できる構造を考案した。
カーボンナノチューブ（CNT）のフレームワークを使用し、その上から窒化チタンと二酸化チタン（TiN-TiO2）の層でコー
ティングした。窒化チタンは、製造過程で発生したポリスルフィドを吸収し、二酸化チタンは、多硫化リチウムから最終生成
物である硫化リチウム（Li2S2またはLi2S）への変化を加速させる役割を果たした。本画像は、Nature Communications誌に掲載
された画像を加工したものです。　提供：OIST

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

スピードと吸収が新型充電電池の最適化のカギ

本研究のポイント:
・世界中で増大するエネルギー需要を持続可能な方法で満たすためには、高品質の二次電池（充
電して繰り返し使えるバッテリー）が必要。
・リチウム硫黄電池は、他の二次電池よりも多くのエネルギーを蓄えることができるため、次世
代のエネルギー源として有力視されている。
・しかし、リチウム硫黄電池を普及させるためには、製造過程で見られる溶解の問題を解決する
必要がある。
・研究チームは、製造過程を加速させて溶解が発生する可能性を抑えると同時に、不要な生成物
を吸収するハイブリッド材料を考案した。
・その結果、長寿命で充電時間が短く、再充電が必要となるまでの時間が長いリチウム硫黄電池
が完成した。

新時代の教育研究を切り拓く
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タンと5ナノメートルの二酸化チタンを使用
した構造が最も効率的であることを突き止め
ました。ポリスルフィドの吸収と、製造過程
全体の加速化により、電池の性能が大幅に向
上しました。これにより、充電時間が短縮さ
れた他、再充電が必要となるまでの時間が長
くなり、電池そのもの寿命も長くなりまし
た。これを立証するために、研究チームは充
放電を200サイクル繰り返し、その効率がほ
とんど変化しないことを確認しました。

発表論文詳細：
論文タイトル: Long-life lithium-sulfur batteries with high areal capacity based on coaxial CNTs 
@TiN-TiO2 sponge
著者: Hui Zhang, Luis K. Ono, Guoqing Tong, Yuqiang Liu, Yabing Qi
発表先: Nature Communications
DOI: 10.1038/s41467-021-24976-y
発表日: 2021年8月6日

　本論文の責任著者であり、OISTのエネル
ギー材料と表面科学ユニットを率いるヤビ
ン・チー教授は、次のように述べています。
「電池の性能を向上させるために、材料をさ
らに最適化していくつもりです。リチウム硫
黄電池の研究には多くの優秀な人材が携わっ
ており、本当に有望な技術です」
　本研究は、OIST技術開発イノベーション
センターのプルーフ・オブ・コンセプトプロ
グラムの支援を受けて行われました。

研究チームは電池を最適化するために、反応過程を加速させると同時に不要なポリスルフィドを吸収できる構造を考案した。
カーボンナノチューブ（CNT）のフレームワークを使用し、その上から窒化チタンと二酸化チタン（TiN-TiO2）の層でコー
ティングした。窒化チタンは、製造過程で発生したポリスルフィドを吸収し、二酸化チタンは、多硫化リチウムから最終生成
物である硫化リチウム（Li2S2またはLi2S）への変化を加速させる役割を果たした。本画像は、Nature Communications誌に掲載
された画像を加工したものです。　提供：OIST

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

スピードと吸収が新型充電電池の最適化のカギ

本研究のポイント:
・世界中で増大するエネルギー需要を持続可能な方法で満たすためには、高品質の二次電池（充
電して繰り返し使えるバッテリー）が必要。
・リチウム硫黄電池は、他の二次電池よりも多くのエネルギーを蓄えることができるため、次世
代のエネルギー源として有力視されている。
・しかし、リチウム硫黄電池を普及させるためには、製造過程で見られる溶解の問題を解決する
必要がある。
・研究チームは、製造過程を加速させて溶解が発生する可能性を抑えると同時に、不要な生成物
を吸収するハイブリッド材料を考案した。
・その結果、長寿命で充電時間が短く、再充電が必要となるまでの時間が長いリチウム硫黄電池
が完成した。
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（https://www.oist.jp/ja/page/29933）をご覧ください。

るためには、硫化リチウム（Li2S2または
Li2S）に可能な限り素早く変化させる必要が
あります。そこで研究チームは、不要なポリ
スルフィドを吸収する二酸化チタン（TiO2）
と製造過程を加速させる窒化チタン（TiN）
という2種類の材料を使用しました。
　本論文の著者の一人である大野勝也博士は
次のように説明しています。「この2つの材

料を用いて、低コストで利用しやすいハイブ
リッド材料を開発したところ、電池の性能を
向上させる優れた効果があることがわかりま
した」
　これらの材料は非常に繊細なものであるた
め、研究チームは、電池の効率を最大限に高
めるためにナノメートル単位で調整を行いま
した。その結果、10ナノメートルの窒化チ

タンと5ナノメートルの二酸化チタンを使用
した構造が最も効率的であることを突き止め
ました。ポリスルフィドの吸収と、製造過程
全体の加速化により、電池の性能が大幅に向
上しました。これにより、充電時間が短縮さ
れた他、再充電が必要となるまでの時間が長
くなり、電池そのもの寿命も長くなりまし
た。これを立証するために、研究チームは充
放電を200サイクル繰り返し、その効率がほ
とんど変化しないことを確認しました。

発表論文詳細：
論文タイトル: Long-life lithium-sulfur batteries with high areal capacity based on coaxial CNTs 
@TiN-TiO2 sponge
著者: Hui Zhang, Luis K. Ono, Guoqing Tong, Yuqiang Liu, Yabing Qi
発表先: Nature Communications
DOI: 10.1038/s41467-021-24976-y
発表日: 2021年8月6日

　本論文の責任著者であり、OISTのエネル
ギー材料と表面科学ユニットを率いるヤビ
ン・チー教授は、次のように述べています。
「電池の性能を向上させるために、材料をさ
らに最適化していくつもりです。リチウム硫
黄電池の研究には多くの優秀な人材が携わっ
ており、本当に有望な技術です」
　本研究は、OIST技術開発イノベーション
センターのプルーフ・オブ・コンセプトプロ
グラムの支援を受けて行われました。

研究チームは電池を最適化するために、反応過程を加速させると同時に不要なポリスルフィドを吸収できる構造を考案した。
カーボンナノチューブ（CNT）のフレームワークを使用し、その上から窒化チタンと二酸化チタン（TiN-TiO2）の層でコー
ティングした。窒化チタンは、製造過程で発生したポリスルフィドを吸収し、二酸化チタンは、多硫化リチウムから最終生成
物である硫化リチウム（Li2S2またはLi2S）への変化を加速させる役割を果たした。本画像は、Nature Communications誌に掲載
された画像を加工したものです。　提供：OIST

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

スピードと吸収が新型充電電池の最適化のカギ

本研究のポイント:
・世界中で増大するエネルギー需要を持続可能な方法で満たすためには、高品質の二次電池（充
電して繰り返し使えるバッテリー）が必要。
・リチウム硫黄電池は、他の二次電池よりも多くのエネルギーを蓄えることができるため、次世
代のエネルギー源として有力視されている。
・しかし、リチウム硫黄電池を普及させるためには、製造過程で見られる溶解の問題を解決する
必要がある。
・研究チームは、製造過程を加速させて溶解が発生する可能性を抑えると同時に、不要な生成物
を吸収するハイブリッド材料を考案した。
・その結果、長寿命で充電時間が短く、再充電が必要となるまでの時間が長いリチウム硫黄電池
が完成した。

新時代の教育研究を切り拓く



拡大するeスポーツと
県内の現状について

特 集 

どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

凡例
1.本レポートにおける円、米ドルレートについ
ては1ドル＝108円として算出する。
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1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

１. eスポーツとはelectronic sports（エレクト

ロニックスポーツ）の略称で、コンピュー

タゲームをスポーツ競技として捉える際

の名称である。

２.世界のeスポーツ市場規模は1,000百万米

ドルを超えており、2021年には1,565百万

米ドル（1,690億円）、2022年には1,789百万

米ドル（1,932億円）まで成長するとの試算

もある。また、2020年12月にアジアオリン

ピック評議会は2022年に中国の杭州で開

催されるアジア大会で、はじめてeスポー

ツを正式種目として開催すると発表。さら

に今後、2028年にアメリカのロサンゼルス

で開催されるオリンピックでも正式種目

として開催される可能性がある。

３.国内でのeスポーツ普及の課題としては、

「現状ではeスポーツはスポーツとしての

認知が低い」さらに「一般社団法人日本eス

ポーツ連合はJOC（日本オリンピック委員

会）未加盟である」「eスポーツ大会開催に

あたってのガイドラインが未整備である

「国内eスポーツ市場」は市場規模が小さく

収入の多様化が必要である」の４つがあげ

られる。

　　eスポーツ認知の問題やJOC未加盟の

件、国内市場規模が小さい件などは、行政

などの支援も受け日本eスポーツ連合によ

るスポーツ認知に向けたイベントや講演

会なども開催されており徐々に改善しつ

つある。また大会開催にあたってのガイド

ライン未整備に関する件は、今後、「日本e

スポーツ連合」が中心となり行政と協力し

て対応を進めていく必要性がある。

４.沖縄県では2018年12月に「一般社団法人

沖縄県eスポーツ協会」が設立。さらには

2019年４月には「一般社団法人沖縄eス

ポーツ連盟」が設立された。その他にも沖

縄初のeスポーツ専門チームが立ち上がる

などここ数年、県内におけるeスポーツ関

連の動きが非常に活発になってきている。

５.県内のeスポーツ普及の課題は「距離の問

題」、「教育現場での普及促進と金銭的な負

担」の２つがあげられる。また今後、県内で

世界的なeスポーツの成長市場を取り込む

ための下記3つの提言を行いたい。

①eスポーツの世界大会などを開催する際に

主催者側の大きな事務負担となる興行ビザ

取得の簡素化や、現在中国人向けに導入さ

れている数次ビザの興行ビザ版をつくる。

②現在、沖縄はプロ野球やサッカーの強化合

宿やキャンプ地として知名度が高いが、e

スポーツのプロ選手からも沖縄はキャン

プ地として人気が高く、今後積極的に誘致

を行い新たな再訪者（リピーター）を得ら

れる可能性がある。

③「ResorTech　Okinawa」開催に合わせたeス

ポーツ国際大会を開催する。

要　　旨

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

（出所）りゅうぎん総合研究所にて作成

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

図１　eスポーツのイメージ図

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

スポーツ・競技 ビデオゲーム

eスポーツ

陸上

柔道

etc

ロールプレイング

ゲーム

（DQシリーズ）

（FFシリーズ）

パズルゲーム

（テトリス・ぷよぷよ）

格闘ゲーム

将棋、チェス

MOBA等

サッカー、野球（リアル又はゲーム）

※用語説明

MOBA:5対5もしくは3対3などのチームに分かれお互い

に拠点を取り合うオンライン対戦ゲームでeスポーツ

として世界的に人気が高い。
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

（出所）りゅうぎん総合研究所にて作成

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

図１　eスポーツのイメージ図

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

スポーツ・競技 ビデオゲーム

eスポーツ

陸上

柔道

etc

ロールプレイング

ゲーム

（DQシリーズ）

（FFシリーズ）

パズルゲーム

（テトリス・ぷよぷよ）

格闘ゲーム

将棋、チェス

MOBA等

サッカー、野球（リアル又はゲーム）

※用語説明

MOBA:5対5もしくは3対3などのチームに分かれお互い

に拠点を取り合うオンライン対戦ゲームでeスポーツ

として世界的に人気が高い。
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（出所）経済産業省ホームページ「eスポーツを活性化させるための方策に関する検討会」報告書より抜粋

（出所）経済産業省ホームページ「eスポーツを活性化させる
　　　　ための方策に関する検討会」報告書より抜粋

図2　eスポーツの経済効果と社会的意義

図3　国内eスポーツ市場規模推移

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

（出所）経済産業省ホームページ「eスポーツを活性化させるた
　　　　めの方策に関する検討会」報告書より抜粋

（出所）Esports Earningsデータを基にりゅうぎん総合研究所にて作成

2019年以降は予測値

図4　世界のeスポーツ市場規模

図6　世界で人気のあるタイトルと賞金総額

（出所）GLOBAL ESPORTS MARKET REPORT NEWZO

図5　eスポーツ国別市場規模　2018年

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

（出所）経済産業省ホームページ「eスポーツを活性化させるた
　　　　めの方策に関する検討会」報告書より抜粋

（出所）Esports Earningsデータを基にりゅうぎん総合研究所にて作成

2019年以降は予測値

図4　世界のeスポーツ市場規模

図6　世界で人気のあるタイトルと賞金総額

（出所）GLOBAL ESPORTS MARKET REPORT NEWZO

図5　eスポーツ国別市場規模　2018年

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

図7　国内で人気のあるタイトルと賞金総額

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（出所）Esports Earningsデータを基にりゅうぎん総合研究所にて作成

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

（用語の説明）

①MOBA（マルチプレイヤーオンラインバトルアリーナ）：5対5もしくは3対3などのチームに分かれお互いの拠

点を攻撃し取り合うオンライン対戦ゲームである。

②FPS（ファーストパーソンシューター）：一人称視点（主人公の視点）でプレイするゲームでガンシューティン

グゲームなどに代表される。TPSと比較するとゲームへの没入感が高い特徴がある。

③TPS（サードパーソンシューター）：三人称視点（主人公の後方視点）でプレイするガンシューティングなどの

ゲームで、FPSと比較すると状況を把握しやすく、画面酔いしにくいなどの特徴がある。

④RTS（リアルタイムトラテジー）：将棋やチェスのような状況によって盤面が変わる戦略ゲームのこと。リアル

タイムで数多くの駒を操作し敵を倒していく展開のゲームが多い。

（用語説明）

①BRG（バトルロワイヤルゲーム）：サバイバルゲームで縮小していくプレイゾーンの中で最後の１人になるま

でバトルし生き残るというゲームである。

②TCG（トレーディングカードゲーム）：オンライン上で所有するカードを駆使して別のユーザーと対戦する

ゲームである。

③協力RPG（ロールプレイングゲーム）：ロールプレイングゲームの新ジャンルで架空の状況下で与えられる冒

険、難題、探索、戦闘などを２名以上で協力しながら乗り越えて目的達成を目指すゲームである。

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

図8　「eBASEBALL」リーグ参加チーム

図9　「日本eスポーツリーグ」参加チーム

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

図8　「eBASEBALL」リーグ参加チーム

図9　「日本eスポーツリーグ」参加チーム

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

図10　eスポーツに関するアンケート

Q1.スポーツだと思うものは。

Q2.eスポーツはスポーツだと思いますか。

Q3. eスポーツという名称を聞いたことが

　  ありますか

Q4. eスポーツは今後、普及していくと

　  思いますか

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（出所）クロスマーケティング社HPより

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

図11　世界のeスポーツ市場規模
　　　項目別割合（2018年）

図12　国内のeスポーツ市場規模
　　　項目別割合（2019年）

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

スポンサー
収入, 353.3

放映権収入, 
176.0

広告収入, 
164.7

著作権許諾
収入, 113.9

グッズ及びチ
ケット収入, 

92.2

39%

20%

18%

13%

10%

2018年 計
約＄900百万

単位:百万米ドル

出所：GLOBAL ESPORTS MARKET REPORT（NEWZOO)
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

（出所）沖縄県文化観光スポーツ部HPより

図14　沖縄県内のｅスポーツ関連団体 どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

図13　沖縄県内のｅスポーツ関連団体

沖縄eスポーツプロジェクト
Okinawa　Onedot
沖ぷよ同好会
ちゅら組
株式会社　DOKUTOKU460　　　　他4団体、個人

所属チーム ChuraGaming　他 OKINAWA　THE　WAVE　gaming

住所 那覇市安里2-4-12　マキシアルパB1F
浦添市字城間3019番地

座波建設ビル（株式会社ザ・ウェーブ内）

県内のeスポーツ関連団体

出所：りゅうぎん総合研究所まとめ

一般社団法人　沖縄eスポーツ連盟

代表 松永　越 東　良和

設立日 2018年12月7日 2019年4月12日

組織名 一般社団法人　沖縄県eスポーツ協会

会員
（準会員含む）

株式会社　ChuraGaming
株式会社　ライズホールディングス

Gamer's　Buddy株式会社
AVALON　Gaming　　他3社

アイディッシュプラス株式会社
株式会社オキット
沖縄広告株式会社

県内在民放3社　　　他8社

賛助会員

一般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター
沖縄シャープ電機株式会社
株式会社ベスト電器
在沖米国商工会議所　　　その他13団体
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な

（出所）沖縄県文化観光スポーツ部HPより

図14　沖縄県内のｅスポーツ関連団体
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どから移動費用などの一部補助金が支給さ
れることもあるようだが、残念ながらeス
ポーツに関しては完全に自己負担となるこ
とが一般的なようだ。
　今後、eスポーツにおいても全国大会など
の移動費用等には、行政が一部支援するな
どの仕組みづくりが望まれる。

（２）沖縄でeスポーツの成長市場を取り込ん

でいくための提言

　先述の「県内の取り組み例①」で記載した、国
際大会「アジアeスポーツツーリズム OKINAWA 
2019」では県外から約4千人、海外から7百人の
参加がありeスポーツというコンテンツが世界
で人気があり今後、県の観光業に大きく貢献す
る可能性を秘めていることが分かった。
　そこで県として今後、国内外のeスポーツ市場
の成長を取り込んでいくための提言を行いたい。

①興行ビザ申請取得手続きの簡素化
　現在、eスポーツの世界大会を開催する
際、海外からエントリーする選手は興行ビ
ザを取得し来日することとなる。興行ビザ
は一般的な観光ビザとは違い、本人ではな
く興行の主催者が申請、取得することに
なっている。そのため大規模な大会になれ
ばなるほど主催者側の事務負担は大きなも
のになる。
　そこで、もし仮に“沖縄県では興行ビザの
取得が簡素化”される、もしくは2011年7月
に国内初で導入された中国人個人観光客向
けに導入された数次ビザのように「沖縄に
１日以上滞在した旅行者は以後３年間ビザ
が有効となり来日する際のビザ取得手続き
が不要」という制度の興行ビザ版ができた
場合、国内のeスポーツ競技大会の主催者は
海外招待選手などの興行ビザ取得の負担が
減り国際大会を開催しやすい地域として魅
力が高まるものとみられる。　
　これは海外から来日するeスポーツプロ
選手の立場からも日本国内の大会への参加
が容易になりメリットは大きい。このよう
に規制を緩和することで国内のeスポーツ
市場自体が大きく盛り上がっていく可能性
もあるだろう。

②沖縄をeスポーツ強化合宿（キャンプ）地の聖地に
　一般的な社会人、学生スポーツなどでも沖
縄県は冬でも温暖な気候であるというメリッ
トを活かし強化合宿が盛んな地域である。実
はeスポーツにおいても、リゾート地としての
沖縄のブランド力からリーグに所属する多く
のプロ選手が県内で強化合宿を行っている実
績がある。県内のeスポーツ関連団体でも、プ
ロチームや選手から直接「県内で通信環境の
良いホテルはどこか教えて欲しい」という問
い合わせを多数受けている。
　沖縄は、すでにプロ野球やJリーグのキャ
ンプ地として知名度が高いように、今後「e
スポーツ合宿といえば沖縄だ」というイ
メージづくりができれば沖縄県が目指す再
訪者（リピーター）の増加を図ることも可能
となる。このイメージづくりのための課題
として、県内でeスポーツ競技の周知を広げ
ることや、県内各ホテルなどの通信環境の
整備、さらには県内に中規模クラスのeス
ポーツ専用の競技場等の整備が望まれる。

③「ResorTech Okinawa」開催に合わせた
　eスポーツ国際大会の開催
　2019年より沖縄コンベンションセン
ターでプレ開催が行われたResorTech　
Okinawaは、eスポーツとの親和性が高いと
いえるだろう。今後はRe s o r T e c h　
Okinawaのイベント開催に合わせてeス
ポーツの国際大会を開催することで、国内
外eスポーツファンへ「eスポーツ＝沖縄」と
いうイメージを浸透させることができる。
またResorTech　Okinawaの出展者、参加
者のすそ野が広がる可能性もあり、同時開
催による相乗効果も期待できる。

　沖縄県では今後、eスポーツの本格的な普及
に向けて多くの課題はあるものの、官民が連携
した新たなコンテンツとしてeスポーツを活
用することが必要となってくるであろう。さら
に近い将来、沖縄アリーナや本島東海岸で建設
が検討されている大型MICEを活用し、大規模
なeスポーツの東アジア大会、そして世界大会
が開催されることも期待したい。　

（以上）

６.日本におけるeスポーツ普及の課題

　北米や東アジアで大きく成長しているeス
ポーツであるが、日本は「eスポーツ後進国」と
いわれるほど市場の成長が遅れており、どのよ
うな課題があるのか考えてみたい。
　先述した経済産業省委託事業の調査報告書
では、国内のeスポーツ普及に向けた提言とし
て「ゲームとしての魅力向上」「イベントとして
の魅力向上」「eスポーツ選手の経済的地位向
上」「ファンのコア化」「法制度/ルール対応の
ハードル引下げ」の５つをあげている。また、さ
らに現状を踏まえて別途、国内eスポーツ普及
に向けたの課題を4つあげてみたい。

（１）eスポーツのスポーツとしての認知度

　2019年６月にクロスマーケティング社が
全国47都道府県を対象に回答した15～69歳
の男女にインターネットリサーチした結果は
下記の通りである（図10）。
　下記4つの質問の回答から、国内ではeス
ポーツはスポーツとしての認知が低いことが
分かる。さらに、それは年齢が高くなるほど、ス
ポーツとして捉えていない人が多い。
　ただし、eスポーツという名称を聞いたこと
があると答えた人は8割を超えており、今後e
スポーツが普及していくだろうと予測してい
る人が半数程度いることが分かる。

５.国内でのeスポーツに関する動き

（1）国内eスポーツプロリーグについて

　日本を代表するeスポーツのプロリーグと
して有名なのが「eBASEBALL」である。一般
社団法人日本野球機構（NPB）と株式会社コナ
ミデジタルエンターテイメントが2018年よ
り共催しており、プロ野球12球団が実際のプ
ロ野球チームと同様にセ・リーグとパ・リーグ
に分かれ日本一の座を掛けて争っている。
　概要を説明すると、試合はプロ野球12球団
の選手データを反映したキャラクターが登場

するコナミ社開発の「実況パワフルプロ野球
（通称パワプロ）」のゲームを使用し試合が行わ
れる。各チームは4名でチームを結成し試合を
行うこととなる。プロ野球と同様セ・リーグと
パ・リーグに分かれてeペナントレース、及び
セ・パ交流戦を戦い、各リーグの上位３チーム
がeクライマックスシリーズに進む。その後、
両リーグの勝者はe日本シリーズへと進出し
日本一を決定するという流れとなっている。e
日本シリーズが終了し、次シーズンを迎える前
には各チームが前シーズンのプレイヤーと契

ゲームでは少し出遅れているというのが現状と
なっている。なおeスポーツ市場の拡大が進んで
いる国は主にアメリカやヨーロッパの国々で、
アジアでは韓国と中国などが盛んである。
　このような現状を踏まえ、政府は経済産業省
委託事業として「令和元年度新コンテンツ創造
環境整備事業（eスポーツに係る市場規模等調
査分析事業）」において開催された「eスポーツ

を活性化させるための方策に関する検討会」に
おける調査報告書を2020年３月に公表した。
この報告の中で国内におけるeスポーツ市場
の活性化によりイベントや大会などの国際交
流や関連グッズなどの市場拡充そして地方創
生、ヘルスケアなどを図ることが可能とし、経
済効果と社会的意義は大きいという報告がな
されている（下記イメージ図２参照）。

　また、同報告書によると国内でのeスポーツ
市場規模は2018年実績値で7.1百万米ドル
（7.7億円）となっているものの、2021年には
10.4百万米ドル（11.2億円）、2022年には
11.8百万米ドル（12.7億円）まで市場が成長し
ていくとの試算も出ている。（図３）。

４.世界の市場規模と、世界と日本の人気ゲー

ムタイトル

　（１）世界のeスポーツ市場規模

　市場調査会社であるNewzooによると、世界
のeスポーツ市場は1,000百万米ドルを超えて
おり2021年には1,565百万米ドル（1,690億
円）、2022年には1,789百万米ドル（1,932億
円）まで成長すると見込まれている（図４）。
　2020年12月、「アジアオリンピック評議会」
は2022年中国の杭州で開かれるアジア大会
でeスポーツを正式種目として開催すると発
表しており、今後2028年に米国ロサンゼルス
で開かれるオリンピックでの正式な種目とし
て採用されることが期待される。
　eスポーツの国別の市場規模は2018年時点
で首位のアメリカが294.3百万米ドル（約318
億円）、次いで中国が158.8百万米ドル（172億
円）、韓国が56.8百万米ドル（61億円）となっ
ている（図５）。特に韓国はいち早くeスポーツ

1.はじめに

　2018年２月１日、日本に競技としてのeス
ポーツを確立させることを目的として、国内e
スポーツ関連団体である「日本eスポーツ協
会」「日本eスポーツ連盟」「e-sports促進機構」
の３団体を統合し「一般社団法人　日本eス
ポーツ連合」が設立された。この2018年が日
本のeスポーツ元年と言われる年となってお
り、ここ数年、国内ではeスポーツ関連の動き
が活発になってきている。
　またこのeスポーツに関しては、2021年に
入り沖縄県でも大きな動きが見られた。2021
年７月沖縄県が公表した次期「沖縄振興計画
（素案）」の基本施策の中で、「eスポーツはITC
を活用して幅広い世代の多様な人々が楽しむ
ことができ、新たなビジネスとしての可能性が
ある、MICE関連事業者や関連団体と連携した
新たなビジネスモデルの構築の可能性を検討
し、eスポーツの国際大会の誘致を推進する」
と明記し今後、県としてeスポーツ関連の活動
を強化するとしている。
　そこで今回、国内のeスポーツの現状と課

題、そして世界市場の現状を調査し取りまとめ
た。さらに県内のeスポーツの現状と課題、そ
して今後、沖縄県で世界のeスポーツ成長市場
を取り込んでいくための提言を行いたい。

２.eスポーツとは

　eスポーツとは、Electronic Sports（エレク
トロニック　スポーツ）の略称で、コンピュー
タゲームをスポーツ競技として捉える際の名
称である。具体的には複数の人がゲーム対戦を
し、多くの人が観戦、視聴する競技のことをい
う。海外ではゲームの種類に合わせた多数のプ
ロリーグが存在している。
　スポーツという言葉からは、一般的に野球や
サッカーなどをイメージするかもしれないが、
ゲームの種類は様々で球技などのスポーツの
他にも、格闘技、パズル、アクションなどのジャ
ンルがある。こうしたゲームを使い「個人対個
人」「チーム対チーム」で対戦し、それを会場や
オンラインで見ている人たちが得られる興奮
や感動は、実際のスポーツ観戦と変わらない。

　eスポーツの大きな特徴として年齢、性別、
身体的ハンディキャップ、身体能力の高さに関
係なくボーダレスでダイバーシティなスポー
ツであることも魅力の一つとなっている。この
ような特徴からも高齢者向けの認知症予防や
身体能力の維持・向上にも効果があるとして注
目されている側面もある。
　なお、プロの世界で活躍する選手によっては
年間数億円規模の報酬を得ることも可能とな

るためビジネスの１つとして今後、さらなる成
長が見込まれている。

３.日本におけるeスポーツの現状

　日本は言わずと知れたゲーム大国ではある
が、このeスポーツの分野においては“eスポー
ツ後進国”とさえ言われている。その理由の１
つは、家庭用ゲーム機で世界をリードしていた
ため、このeスポーツの主流であるパソコン

（2）「日本eスポーツ連合」のJOC（日本オリン

ピック委員会）への加盟

　アジアオリンピック評議会が主催し、2022
年中国の広州で開かれる「第19回アジア大会」
では正式にメダルが授与される正式種目とし
てeスポーツが行われることが決まっている。
しかし現時点では、国内のeスポーツの上部組
織である日本eスポーツ連合はJOC未加盟の
状態である。
　JOCに加入するための条件として規約「当
該競技における唯一の国内統括団体であるこ
と」という項目がある。2018年以前は国内に
複数のeスポーツ関連組織があり条件をクリ
アしていなかったが、2018年２月に３組織が
合併し「日本eスポーツ連合」が設立された。
現在はJOC加入の条件はクリアしており、今
後の正式な加盟が期待されている。

（3）eスポーツ大会開催にあたってのガイドラ

インの整備

　大会を開催する際、国内ではさまざまな規制
があり運営側は監督官庁などに届出を行う必
要がある等、大会を開催する主催者の事務負担
がある。
　国内市場の活性化、国際大会を積極的に誘
致、開催するためにも今後、日本eスポーツ連
合が行政と協力しながら運営に関するガイド
ライン整備を行うことが必要である。

（4）国内eスポーツ市場の成長と収入の多様化

　eスポーツ市場はNEWZOOレポートによる
と2018年国内の市場規模が7.1百万米ドル
（7.7億円）、2018年世界市場では約900百万
ドル（約972億円）と日本は世界市場の0.8％
ほどのシェアと存在感は薄い。（図４）（図５）
さらに比較したいのが市場規模の項目別割合
である。下記（図11）「世界のeスポーツ市場規
模項目別割合」はスポンサー収入が約４割、放
映権収入が約２割、広告収入が約２割、著作権
許諾収入約１割などとなっている。　
　一方で、下記（図12）はeスポーツの2019年
国内市場にみた規模項目別割合である。下記
（図11）の世界のeスポーツ市場規模項目別割
合は2018年実績、また国内市場は割合別金額
の公表はないなど単純比較はできないものの、
国内市場収入割合はスポンサー収入が全体の
７割以上を占めるが世界市場では２割を占め
ている放映権収入に大きな差があることが分
かる。
　国内においてはスポンサー収入に大きく依
存しており今後は収入の多様化を図る必要性
がある。
　このようなことからも魅力的なプロリーグ
の運営はもちろん、今後さらなるファン層の拡
大、競技人口の裾野を広げる取り組みが重要に
なってくるであろう。

約を継続するのか打ち切るか選択をすること
となる。打ち切る際は新しいプレイヤーを「e
ドラフト会議」で指名し契約するという流れと
なっている。シーズンの流れ、その後の流れも
実際のプロ野球とほとんど変わらないところ
もeBASEBALLの魅力の一つだろう。
　こういった取り組みを行う背景には、この

「eBASEBALL」がプロ野球の閉幕後の冬から
春にかけてeプロリーグを展開することで、プロ
野球ファンや、それ以外の層にも通年にわたり
プロ野球を楽しんでもらおうという狙いがあ
る。また今後は収益化を図れるようコンテンツ
の価値を高め配信視聴の有料化や放映権グッズ
販売等のビジネス展開が計画されている。

　また、サッカーのＪリーグのように特定の地
域を本拠地として地域に根差した形でリーグ
展開しているのが2016年11月に設立された
「日本eスポーツリーグ」である（図９）。現在、
北海道、関東、中部、関西、九州の各地域から５
チ ー ム が 参 加 し て お り 、「 F I F A 1 8 」
「BLAZBLUE」「OVERWATCH」の３タイトル
のゲームを総当たり戦で行い、総合優勝を決め
るという仕組みとなっている。今後はＪリーグ
のように地域に根差し、次世代を担う子供たち
が幼い頃からチームと親しめる環境づくりが
課題となっている。

（2）その他eスポーツに関する動き

　eスポーツに関する国内の新たな取組みと
して注目されるのが、東京地下鉄を運営する東
京メトロが日本初のeスポーツの専用ジムを
2021年６月にオープンさせたことである。地
下鉄「赤羽岩淵駅」に併設する形で初心者から
上級者までプロの指導による本格的なeス
ポーツのトレーニングができるほか、試験に合
格するとプロチームに加入できるトライアウ
ト（適正検査）を受けることもできeスポーツ
ジムからプロ選手を目指すことも可能となっ
ている。

　この「eスポーツジム」の通常会員
は月額5,500円、プロ特化コースは
1万2,100円となっており初心者で
も定額でeスポーツにチャレンジす
ることができるようになった。今
後、塾やピアノ、水泳などの習い事
のように子供をeスポーツジムに通
わせるというようなことも考えら
えるだろう。動向によっては東京メ
トロ以外の異業種からも同様の動
きが見られることも予想される。

が根付いた地域で、eスポーツ先進国と言われ
ている。テレビやインターネットで試合の様子
が中継されており、eスポーツ専用のテレビ局
の「OGN」があるほどである。まさに、eスポー
ツが文化として根付いていると言っても過言

ではない。
　一方の日本は、eスポーツ市場においては市
場規模7.1百万米ドル（7.7億円）と存在感は薄
いのが現状である。

（２）世界と日本のeスポーツ人気タイトル

　世界規模ではゲームタイトルによっては賞
金総額の規模が247億円と、日本で開催される
大会とは賞金のスケールが大きく違っている。
また、海外のeスポーツ大会でのゲームタイト
ルはデバイスがPCメインとなっていることに
対して、国内ではスマートフォンが中心となっ
ていることが特徴的といえる。また、ジャンル

についても世界的に人気があるタイトルと違
い日本市場独特のTCG（※）や協力RPG（※）な
どのジャンルも人気のタイトルになっている。
日本市場独特のジャンルゲームも国内では人
気はあるが、世界規模の展開を考えるとガラパ
ゴス化を懸念する声も一部からあるようだ。
（図６）（図７）

７.沖縄県内でのeスポーツに関する動き

　沖縄県では2018年12月に「一般社団法人沖
縄県eスポーツ協会」が設立され、直近では、
「アジアeスポーツツーリズム2020年in  
OKINAWA」と題して「九州NO１決定戦」を主
催した実績がある。また2019年４月には「沖
縄eスポーツ連盟」が設立された。その後、同年

８月には「沖縄eスポーツ連盟」が中心となり、
沖縄初のeスポーツ専門チーム「OKINAWA 
THE WAVE gaming」が発足、さらに同年12
月には、沖縄eスポーツ協会に所属するチーム
「Chura　Gaming」が発足した。ここ数年の間
に県内におけるeスポーツ関連業界は動きが
活発になってきているといえる。

　（１）県内での取り組み例①

　県内のeスポーツ関連団体が主催し、沖縄県
補助事業「2019年度スポーツツーリズム戦略
推進事業」の採択事業としてeスポーツの国際
大 会「 ア ジ ア e ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム
OKINAWA2019　With豊見城あしびなー大
会」が2020年１月に豊見城市で開催、続けて
同年２月には宮古島市で「アジアeスポーツ
ツーリズムin OKINAWA 2019シリーズ（２
戦）」が開催された。
　同事業の開催にあたっての参加者数等が沖
縄県文化観光スポーツ振興課のサイトに公表
されている（図14）。
　大会の総参加者数は、16,295人と目標人数
を大きく上回った。また、海外からの参加者は
ごくわずかであろうと想定していたが、695人

と想定以上の参加者数となった。国別では台湾
や中国などの東アジア地域が中心であったも
のの一部ではオーストラリアからの参加者も
いた。
　eスポーツ大会を開催にあたって県側のメ
リットとしては、大会に出場する選手たちは一
般の旅行者と比較して滞在期間が長くなる傾
向にある。県が発表している「県内観光種別平
均滞在日数」によると2018年実績で国内観光
客が平均で3.73日、空路外国客が4.77日と
なっている。
　eスポーツの大会が沖縄で開催されプロ選
手らが来沖した場合、3日間は大会に出場し、
その後は観光リゾートを楽しむといったプラ
ンを選択する選手が多いと予想され滞在日数
は平均より長くなることが見込まれる。

（２）県内での取り組み例②

　2021年７月KBC学園未来高校沖縄は国内
最大級の高校生対抗eスポーツ大会である「ス
テージゼロ」の九州・沖縄ブロックで優勝し全
国大会への出場を果たした。
同大会はトップスポンサーが日本コカ・コーラ
株式会社、昨年の決勝大会はテレビ東京系列で
特別番組も放送され特に若年層に注目される
大会である。今年は全国から過去最多、1,960
校5,675人のエントリーがあった。
　KBC学園未来高校では、eスポーツは仲間と
チームワークやコミュニケーションを育める
スポーツとして捉えており、今後も生徒たちの
活動を継続サポートしていく方針だ。
　また同高では、eスポーツが持つ性別や年齢な
ど、様々な区別など関係なくダイバーシティー
（多様性）を尊重し仲間と楽しめるツールとして
教育にも適したものであると考えている。

８.県内の課題、そして提言

　県内の課題と課題への対応、そして沖縄県が
今後もさらに成長が見込まれる世界のeス
ポーツ成長市場を取り込んでいくための提言
をまとめる。

（１）課題と課題への対応

①地理的な距離の問題
　eスポーツは通信でも対戦することができ
国内、海外問わず遠く離れた相手ともeス
ポーツを楽しむことができるのも魅力の１
つである。しかしコンマ１秒を争うような
ゲームタイトルによってはゲームサーバー
からの距離によって不利となることがある。
例えば東京で行われる大会に沖縄から通信
で参加した場合、ゲームのサーバーが東京に
あると沖縄から遠隔で参加する選手は不利
になる。現在、通信で利用されている高速の
光回線であったとしても、コンマ１秒の世界

で対戦しているゲームタイトルでは
物理的な距離が影響を与える。沖縄
に住んでいるeスポーツのプロ選手
は通信で参加した場合、不利となる
ため、どうしても大会の開催地に移
動しなければならないという負担感
があるようだ。
　ただし、沖縄県でeスポーツの全

国大会や世界大会などが開催された場合、
沖縄は島嶼であり、国内、海外問わず参加者
は通信での参加は不利となると判断して、
実際に現地に行き大会に参加しようと考え
るはずだ。そういった面では、多くの方に沖
縄に訪れてもらえる可能性が高く、観光客
誘致という観点からはメリットとして捉え
ることができる。

②教育現場での普及促進と金銭的な負担
　競技人口の増加や将来の有望なeスポーツ
選手の育成を図るためにも中学校や高校、大
学などへ部活動として正式に認めるようeス
ポーツ関連団体としても積極的に働きかけ
ているものの、学校によって対応が違うよう
だ。先述したKBC学園未来高校のように、eス
ポーツを教育に積極的に取り入れる学校も
あれば、eスポーツを部活動として認めるこ
とはできないという学校もある。
　最近では欧米を中心にeスポーツはマイ
ンドスポーツと位置づけ教育現場では積極
的に取り入れている地域もある。メリット、
デメリットの両方があると思われるが、県
内の教育現場でも今後、統一した見解や
ルールを示して取り組みを進めていくこと
が大事だと思われる。
　また、eスポーツを楽しむためには、どう
してもPCを購入する必要がある。一般的な
デスクトップパソコンでも操作は可能であ
るものの、eスポーツ向けの「ゲーミング
PC」と言われる高性能なPCの利用が推奨さ
れており最低価格は約15万円からというの
が現状だ。こういった初期導入コストも学
生向けのeスポーツ普及を進めるためには
課題となるだろう。
　さらに、学生スポーツで、仮に全国大会に
出場ともなれば一般的な野球やサッカーな
どのスポーツであれば各組織団体や協会な
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令和３年度下請取引適正化推進講習会を開催します（オンライン形式)

内閣府沖縄総合事務局では、毎年１１月の「下請取引適正化推進月間」で下請取引の適正化を推進
するため、下請代金支払遅延等防止法等の普及・啓発事業を集中的に行っています。この度、イン
ターネットを活用したオンライン形式による講習会（ライブ開催）を開催しますので、お知らせします。

１．日時 ：令和３年１１月１１日（木） １３：３０～１５：３０
２．開催方法：オンライン（Microsoft Teams）方式
３．主催者：内閣府沖縄総合事務局（総務部公正取引室、経済産業部中小企業課）
４．参加対象：物品の製造（加工を含む。）、修理、情報成果物の作成又は役務提供（建設

業を除く。）を業とする事業者等（個人・法人を問いません）

５．参加申込み
申込み期間： 令和３年９月１日～１０月２０日
参加費：無料（通信料は参加者負担）

申込み方法： 下記の沖縄総合事務局ホームページよ
り申込み
※オンラインソフトは「Microsoft Teams」を使用します。希望者
には、事前に通信テストをします。詳細は沖縄総合事務局ホー
ムページをご参照ください。

６．内容
(1)下請代金支払遅延等防止法の概要
(2)下請中小企業振興法の概要
(3)下請かけこみ寺事業について
(4)インボイス制度について
(5)質疑応答

【お問い合わせ先】
内閣府沖縄総合事務局 経済産業部 中小企業課 担当：野原、嘉数
電話（直） 098-866-0035 メール：oki-tenkataisaku@meti.go.jp

内閣府沖縄総合事務局
ホームページ
URL:http://www.ogb.go.jp/keisan/3353/210812_01

▶お申込みはこちらから

第3回省エネチャレンジカップの提案募集を開始しました
わが国では２０５０年までに温室効果ガスの排出をゼロにする、「カーボ
ンニュートラル」を達成し脱炭素社会を実現するという大胆な目標を掲げ、
ビジネス主導の環境と経済の成長戦略に積極的に取り組んでいます。

また、沖縄県では、温暖化対策実行計画の策定や、SDGｓ活動を行う企
業の増加等、持続可能な社会の実現に向けて着実に歩みを進めていま
す。こうした状況を踏まえ、民生部門への省エネルギー対策は脱炭素社
会や持続可能な社会を達成するためにも重要な課題となっています。

そこで沖縄県内における、より一層の「省エネ意識」の啓発、エネル
ギー課題の解決を目的に、沖縄の気候風土に適した省エネ対策アイデア
を募集いたします。

令和3年8月16日（月）
～令和3年11月26日（金）必着

主催：内閣府沖縄総合事務局

【お問い合わせ先・運営事務局】
株式会社ブレーン沖縄 担当者：上森（かみもり）
電話（直） ０９８－８６２－６２６９ メール：syouene@brain-ok.co.jp

内閣府沖縄総合事務局
ホームページ
http://www.ogb.go.jp/keisan/ene-cup/210816_01

▶詳細はこちらから

協賛(順不同)：

後援（順不同）：・沖縄県・琉球大学・沖縄工業高等専門学校
・公益社団法人沖縄県工業連合会・一般社団法人日本電気協会沖縄支部
・一般財団法人省エネルギーセンター・一般社団法人沖縄県建築士事務所協会
・生活協同組合コープおきなわ・株式会社琉球新報社・株式会社沖縄タイムス社
・琉球朝日放送株式会社・琉球放送株式会社・沖縄テレビ放送株式会社・NHK沖縄放送局

募集期間

応募資格 県内の、大学院生、大学生、
専門学校生、高等専門学校生(専攻不問)



伊平屋村

事業主体

関係地域

事業目的

施設概要

工事期間

主体名：伊平屋村
所在地：沖縄県島尻郡伊平屋村字我喜屋251　電話: 0980-46-2001（伊平屋村 農林水産課）

2017年５月～2020年12月

伊平屋村製糖工場事 業 名： 

「最新の製糖技術を備えた設備で、地産の発展と産業人材の育成」に寄与する。

所 在 地：伊平屋村字田名921番地
敷地面積：約17, 516㎡
建築面積：5,314.06㎡
処理原料：チョップドケーン
主要設備：前処理（比重選別方式）、圧搾、ボイラー、清浄、濃縮、仕上濃縮、
　　　　  製品詰場、海水取水、浄水、排水処理
原料処理能力：50トン/日

工 事 費 約51億円

■施設配置図

（図は伊平屋村 農林水産課 提供）

県内大型プロジェクトの動向

種     別 ： 公共　民間　3セク

Vol.140

（写真は伊平屋村 農林水産課 提供）

工場全景① 工場全景②

経 緯

・2017年５月 新伊平屋村製糖工場測量・調査・土木設計業務着工
・2017年11月 造成工事着手
・2019年１月 製糖施設（含みつ糖製造）新築工事（１工区）着手
・2019年８月 ヤード屋根工事着手
・2020年２月 排水処理棟・浄水処理棟・海水ポンプ棟工事着手
・2020年12月 工事完了・引渡
・2021年１月 操業開始
・2021年７月 落成式

圧搾設備 製品詰場

・戦前から戦後にかけては各区のサーターヤーにおいて製糖を行っていたが、村民、行政、農協組
合の団結により琉球政府へ申請して、1955（昭和30）年３月に15トン工場が完成。各区で維持さ
れていたサーターヤーは統合される。
・1960（昭和35）年に30トン工場へ増設、1965（昭和40）年に現在の基となる50トン工場となる。
・今回、国の「沖縄振興特別推進交付金事業」、県の「沖縄県含みつ糖製糖施設近代化事業」の補助事
業を活用して、新たな製糖工場を建設。
・新工場は、品質向上を考慮したクリーンルーム等衛生設備や、原料の劣化を防ぐためのヤード屋
根の設置、全国でここにしかない比重選別前処理設備を完備し、排水処理施設等環境に配慮した
施設となっている。
・製糖業は、村経済を支える産業であり、村内の雇用確保、操業期間の島内外の季節工員の雇用、運
搬業や各種産業への経済波及効果は村産業の核として多岐に渡っている。
・新工場の完成により、村農家の生産基盤の確保及び製糖業の安定操業に寄与すると期待されて
いる。

伊平屋村

の製糖業

熟 度 □構想段階　□計画段階　□工事段階　□開業・供用段階

22

県内大型プロジェクトの動向



伊平屋村

事業主体

関係地域

事業目的

施設概要

工事期間

主体名：伊平屋村
所在地：沖縄県島尻郡伊平屋村字我喜屋251　電話: 0980-46-2001（伊平屋村 農林水産課）

2017年５月～2020年12月

伊平屋村製糖工場事 業 名： 

「最新の製糖技術を備えた設備で、地産の発展と産業人材の育成」に寄与する。

所 在 地：伊平屋村字田名921番地
敷地面積：約17, 516㎡
建築面積：5,314.06㎡
処理原料：チョップドケーン
主要設備：前処理（比重選別方式）、圧搾、ボイラー、清浄、濃縮、仕上濃縮、
　　　　  製品詰場、海水取水、浄水、排水処理
原料処理能力：50トン/日

工 事 費 約51億円

■施設配置図

（図は伊平屋村 農林水産課 提供）

県内大型プロジェクトの動向

種     別 ： 公共　民間　3セク

Vol.140

（写真は伊平屋村 農林水産課 提供）

工場全景① 工場全景②

経 緯

・2017年５月 新伊平屋村製糖工場測量・調査・土木設計業務着工
・2017年11月 造成工事着手
・2019年１月 製糖施設（含みつ糖製造）新築工事（１工区）着手
・2019年８月 ヤード屋根工事着手
・2020年２月 排水処理棟・浄水処理棟・海水ポンプ棟工事着手
・2020年12月 工事完了・引渡
・2021年１月 操業開始
・2021年７月 落成式

圧搾設備 製品詰場

・戦前から戦後にかけては各区のサーターヤーにおいて製糖を行っていたが、村民、行政、農協組
合の団結により琉球政府へ申請して、1955（昭和30）年３月に15トン工場が完成。各区で維持さ
れていたサーターヤーは統合される。
・1960（昭和35）年に30トン工場へ増設、1965（昭和40）年に現在の基となる50トン工場となる。
・今回、国の「沖縄振興特別推進交付金事業」、県の「沖縄県含みつ糖製糖施設近代化事業」の補助事
業を活用して、新たな製糖工場を建設。
・新工場は、品質向上を考慮したクリーンルーム等衛生設備や、原料の劣化を防ぐためのヤード屋
根の設置、全国でここにしかない比重選別前処理設備を完備し、排水処理施設等環境に配慮した
施設となっている。
・製糖業は、村経済を支える産業であり、村内の雇用確保、操業期間の島内外の季節工員の雇用、運
搬業や各種産業への経済波及効果は村産業の核として多岐に渡っている。
・新工場の完成により、村農家の生産基盤の確保及び製糖業の安定操業に寄与すると期待されて
いる。

伊平屋村

の製糖業

熟 度 □構想段階　□計画段階　□工事段階　□開業・供用段階
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消費関連
百貨店売上高は、台風停滞による悪天候、新型コロナウイルス感染拡大による来店客数減少などによ

り、２カ月連続で前年を下回った。スーパー売上高は、営業時間短縮による集客減、緊急事態宣言延長に
よる消費マインド低下などにより衣料品、住居関連が減少したことから、既存店ベースでは６カ月連続
で前年を下回った。全店ベースは２カ月ぶりに前年を上回った。新車販売台数は、世界的な半導体不足
に加え、新型コロナウイルスの影響で海外からの部品調達が滞ったことなどにより前年を下回った。電
気製品卸売販売額は、家電量販店向け販売でエアコン、白物・電子レンジなどが減少したことなどから
２カ月連続で前年を下回った。
先行きは、一部で持ち直しの動きがみられるも、新型コロナウイルス感染拡大の影響などにより引き

続き弱含む動きが続くとみられる。

公共工事請負金額は、市町村、独立行政法人等・その他は増加したが、国、県は減少したことから、２カ月
連続で前年を下回った。建築着工床面積（６月）は、居住用は増加したものの、非居住用は減少したことか
ら３カ月連続で前年を下回った。新設住宅着工戸数（６月）は、持家、貸家、分譲は増加したが、給与は減少
したことから５カ月連続で前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事は増加したものの、
民間工事は減少したことから２カ月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメントは13カ月連続で
前年を下回り、生コンは13カ月連続で前年を下回った。鋼材は鉄スクラップなど原材料の需給ひっ迫によ
り一部で単価の上昇がみられるものの、分譲住宅など民間工事の引き合いが弱いことなどから前年を下
回り、木材は需給ひっ迫により木材価格が上昇したことなどから前年を上回った。
先行きは、民間工事に再開の動きがみられるものの、一部の資材価格が上昇していることなどから弱含

むとみられる。

建設関連

入域観光客数は、４カ月ぶりに前年を下回った。国内客が減少し、外国客は引き続き０人となった。県
内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入ともに４カ月ぶりに前年を下回った。主要観光施設入場者数
は２カ月連続で前年を下回った。ゴルフ場は、入場者数は２カ月連続で前年を下回り、売上高は５カ月
ぶりに前年を下回った。新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の
継続による人的移動制限に加え、台風停滞による悪天候も悪化に転じた要因の一つと考えられる。
先行きは、世界各国で新型コロナウイルスのワクチン接種が進んでいるものの収束時期は依然とし

て不透明であり、外国客が動き出すのは時間を要しよう。国内においても、新型コロナウイルス感染の
収束が見通せず、人的移動制限の大幅な緩和は見込めないことから、引き続き低水準での推移が続くも
のとみられる。一方で、新型コロナウイルスのワクチン接種は今後一層進むことが見込まれることから、
秋口以降は徐々に回復することが期待される。

観光関連

新規求人数は、前年同月比4.9％増となり４カ月連続で前年を上回った。宿泊業・飲食サービス業や製
造業などで増加した。有効求人倍率（季調値）は0.84倍と、前月より0.04ポイント下落した。完全失業率
（季調値）は4.5％と、前月より0.8％ポイント悪化した。
消費者物価指数は、交通・通信などの下落により前年同月比0.1％減と４カ月連続で前年を下回った。
企業倒産は、件数が１件で前年同月を４件下回った。負債総額は１億5,400万円で、前年同月比82.1％

減となった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

７月の県内景気をみると、消費関連では、百貨店売上高は、台風停滞による悪天候、新

型コロナウイルス感染拡大による来店客数減少などにより２カ月連続で前年を下回っ

た。スーパー売上高は、営業時間短縮による集客減、緊急事態宣言延長による消費マイ

ンド低下などにより、既存店ベースでは６カ月連続で前年を下回った。全店ベースは２

カ月ぶりに前年を上回った。新車販売台数は、世界的な半導体不足に加え、新型コロナ

ウイルスの影響で海外からの部品調達が滞ったことなどにより前年を下回った。電気

製品卸売販売額は、家電量販店向け販売でエアコン、白物・電子レンジなどが減少した

ことなどから２カ月連続で前年を下回った。

建設関連では、公共工事請負金額は、国、県は減少したことから、２カ月連続で前年を

下回った。建築着工床面積（６月）は、非居住用が減少したことから３カ月連続で前年を

下回った。新設住宅着工戸数（６月）は、給与が減少したことから５カ月連続で前年を下

回った。県内主要建設会社の受注額は、民間工事が減少したことから２カ月連続で前年

を下回った。

観光関連では、入域観光客数、主要ホテルの計数は、前年７月にGo To トラベルや、お

きなわ彩発見などが実施された反動により減少に転じた。新型コロナ前の2019年と比

較すると、引き続き大幅な減少が続いている。

総じてみると、消費関連は新型コロナウイルスの影響で弱含んでいること、建設関連

は住宅関連などの民間工事に一服感みられ弱含んでいること、観光関連は新型コロナ

ウイルスの影響で悪化しており、県内景気は後退している（７カ月連続）。

景気は、後退している

観光関連では、入域観光客数は低水準での推移が続く

消費関連では、百貨店売上高は低水準での推移が続く

県 内 の

景気
動向

概況 2021年７月
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消費関連
百貨店売上高は、台風停滞による悪天候、新型コロナウイルス感染拡大による来店客数減少などによ

り、２カ月連続で前年を下回った。スーパー売上高は、営業時間短縮による集客減、緊急事態宣言延長に
よる消費マインド低下などにより衣料品、住居関連が減少したことから、既存店ベースでは６カ月連続
で前年を下回った。全店ベースは２カ月ぶりに前年を上回った。新車販売台数は、世界的な半導体不足
に加え、新型コロナウイルスの影響で海外からの部品調達が滞ったことなどにより前年を下回った。電
気製品卸売販売額は、家電量販店向け販売でエアコン、白物・電子レンジなどが減少したことなどから
２カ月連続で前年を下回った。
先行きは、一部で持ち直しの動きがみられるも、新型コロナウイルス感染拡大の影響などにより引き

続き弱含む動きが続くとみられる。

公共工事請負金額は、市町村、独立行政法人等・その他は増加したが、国、県は減少したことから、２カ月
連続で前年を下回った。建築着工床面積（６月）は、居住用は増加したものの、非居住用は減少したことか
ら３カ月連続で前年を下回った。新設住宅着工戸数（６月）は、持家、貸家、分譲は増加したが、給与は減少
したことから５カ月連続で前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事は増加したものの、
民間工事は減少したことから２カ月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメントは13カ月連続で
前年を下回り、生コンは13カ月連続で前年を下回った。鋼材は鉄スクラップなど原材料の需給ひっ迫によ
り一部で単価の上昇がみられるものの、分譲住宅など民間工事の引き合いが弱いことなどから前年を下
回り、木材は需給ひっ迫により木材価格が上昇したことなどから前年を上回った。
先行きは、民間工事に再開の動きがみられるものの、一部の資材価格が上昇していることなどから弱含

むとみられる。

建設関連

入域観光客数は、４カ月ぶりに前年を下回った。国内客が減少し、外国客は引き続き０人となった。県
内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入ともに４カ月ぶりに前年を下回った。主要観光施設入場者数
は２カ月連続で前年を下回った。ゴルフ場は、入場者数は２カ月連続で前年を下回り、売上高は５カ月
ぶりに前年を下回った。新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の
継続による人的移動制限に加え、台風停滞による悪天候も悪化に転じた要因の一つと考えられる。
先行きは、世界各国で新型コロナウイルスのワクチン接種が進んでいるものの収束時期は依然とし

て不透明であり、外国客が動き出すのは時間を要しよう。国内においても、新型コロナウイルス感染の
収束が見通せず、人的移動制限の大幅な緩和は見込めないことから、引き続き低水準での推移が続くも
のとみられる。一方で、新型コロナウイルスのワクチン接種は今後一層進むことが見込まれることから、
秋口以降は徐々に回復することが期待される。

観光関連

新規求人数は、前年同月比4.9％増となり４カ月連続で前年を上回った。宿泊業・飲食サービス業や製
造業などで増加した。有効求人倍率（季調値）は0.84倍と、前月より0.04ポイント下落した。完全失業率
（季調値）は4.5％と、前月より0.8％ポイント悪化した。
消費者物価指数は、交通・通信などの下落により前年同月比0.1％減と４カ月連続で前年を下回った。
企業倒産は、件数が１件で前年同月を４件下回った。負債総額は１億5,400万円で、前年同月比82.1％

減となった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

７月の県内景気をみると、消費関連では、百貨店売上高は、台風停滞による悪天候、新

型コロナウイルス感染拡大による来店客数減少などにより２カ月連続で前年を下回っ

た。スーパー売上高は、営業時間短縮による集客減、緊急事態宣言延長による消費マイ

ンド低下などにより、既存店ベースでは６カ月連続で前年を下回った。全店ベースは２

カ月ぶりに前年を上回った。新車販売台数は、世界的な半導体不足に加え、新型コロナ

ウイルスの影響で海外からの部品調達が滞ったことなどにより前年を下回った。電気

製品卸売販売額は、家電量販店向け販売でエアコン、白物・電子レンジなどが減少した

ことなどから２カ月連続で前年を下回った。

建設関連では、公共工事請負金額は、国、県は減少したことから、２カ月連続で前年を

下回った。建築着工床面積（６月）は、非居住用が減少したことから３カ月連続で前年を

下回った。新設住宅着工戸数（６月）は、給与が減少したことから５カ月連続で前年を下

回った。県内主要建設会社の受注額は、民間工事が減少したことから２カ月連続で前年

を下回った。

観光関連では、入域観光客数、主要ホテルの計数は、前年７月にGo To トラベルや、お

きなわ彩発見などが実施された反動により減少に転じた。新型コロナ前の2019年と比

較すると、引き続き大幅な減少が続いている。

総じてみると、消費関連は新型コロナウイルスの影響で弱含んでいること、建設関連

は住宅関連などの民間工事に一服感みられ弱含んでいること、観光関連は新型コロナ

ウイルスの影響で悪化しており、県内景気は後退している（７カ月連続）。

景気は、後退している

観光関連では、入域観光客数は低水準での推移が続く

消費関連では、百貨店売上高は低水準での推移が続く

県 内 の

景気
動向

概況 2021年７月
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（注1）公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省調べ。

県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。

（注2）百貨店は、2014年９月より調査先が一部変更となった。

（注3）2012年５月より外国客の入域観光客数を掲載した。

（注4）主要ホテルは、2019年8月より調査先を25ホテルから28ホテルとした。

（注5）2016年７月より企業倒産件数の前年同期差は、３カ月の累計件数の差とする。

（注6）建設受注額は、2021年1月より調査先を18社から17社とした。

（注7）有効求人倍率（季調値）と県内新規求人数（人数）は、就業地ベース。

（注8）ゴルフ場は、2021年４月より調査先を８ゴルフ場から６ゴルフ場とした。

2021.7 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2021.7

項目別グラフ　3カ月 2021.5～2021.7

2021.5－2021.7

（注） 広告収入は21年6月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注） 広告収入は21年4月～21年6月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。
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（注1）公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省調べ。

県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。

（注2）百貨店は、2014年９月より調査先が一部変更となった。

（注3）2012年５月より外国客の入域観光客数を掲載した。

（注4）主要ホテルは、2019年8月より調査先を25ホテルから28ホテルとした。

（注5）2016年７月より企業倒産件数の前年同期差は、３カ月の累計件数の差とする。

（注6）建設受注額は、2021年1月より調査先を18社から17社とした。

（注7）有効求人倍率（季調値）と県内新規求人数（人数）は、就業地ベース。

（注8）ゴルフ場は、2021年４月より調査先を８ゴルフ場から６ゴルフ場とした。

2021.7 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2021.7

項目別グラフ　3カ月 2021.5～2021.7

2021.5－2021.7

（注） 広告収入は21年6月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注） 広告収入は21年4月～21年6月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。
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（注）2014年9月より調査先百貨店が一部変更となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：りゅうぎん総合研究所

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】

5 電気製品卸売販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

※棒グラフは品目別寄与度

２カ月連続で減少
・百貨店売上高は、台風停滞による悪天候、
新型コロナウイルス感染拡大による来店
客数減少などにより、前年同月比20.8％減
と２カ月連続で前年を下回った。
・品目別にみると、食料品（同4.7％増）が増
加、家庭用品・その他（同39.5％減）、身の回
り品（同28.1％減）、衣料品（同30.5％減）が
減少した。
・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び
率は42.9％の減少となった。

・スーパー売上高は、既存店ベースでは前

年同月比1.2％減と６カ月連続で前年を下

回った。

・食料品は、外出自粛に伴う巣ごもり需要

の継続により同1.8％増となった。営業時

間短縮による集客減、緊急事態宣言延長

による消費マインド低下などにより、衣

料品は同13.1％減、住居関連は同9.3％減

となった。

・全店ベースでは、同0.7％増と２カ月ぶり

に前年を上回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

既存店ベースでは0.5％の増加となった。

全店ベースは２カ月ぶりに増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万9,144

台で前年同月比15.0％減と10カ月ぶり

に前年を下回った。

・内訳では、普通自動車は7,914台（同

14.4％減）、軽自動車は１万1,230台（同

15.5％減）となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、9.0％の減少となった。

10カ月ぶりに減少

・電気製品卸売販売額は、家電量販店向け

販売でエアコン、白物・電子レンジなど

が減少したことなどから、前年同月比

14.6％減と２カ月連続で前年を下回っ

た。

・品目別にみると、ＡＶ商品ではテレビが

同14.4％増、ＢＤレコーダーが同7.5％減、

エアコンが同19.6％減、白物では冷蔵庫

が同4.1％減、洗濯機が同22.0％減、その

他は同19.8％減となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、14.0％の減少となった。

２カ月連続で減少

・新車販売台数は4,316台で前年同月比

9.1％減と２カ月連続で前年を下回った。

世界的な半導体不足に加え、新型コロナ

ウイルスの影響で海外からの部品調達が

滞ったことなどにより前年を下回った。

・普通自動車（登録車）は2,348台（同5.3％

減）で、うち普通乗用車は649台（同3.7％

増）、小型乗用車は1,554台（同4.5％減）で

あった。軽自動車（届出車）は1,968台（同

13.2％減）で、うち軽乗用車は1,505台（同

19.9％減）であった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、26.1％の減少となった。

２カ月連続で減少
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（注）2014年9月より調査先百貨店が一部変更となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：りゅうぎん総合研究所

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】

5 電気製品卸売販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

※棒グラフは品目別寄与度

２カ月連続で減少
・百貨店売上高は、台風停滞による悪天候、
新型コロナウイルス感染拡大による来店
客数減少などにより、前年同月比20.8％減
と２カ月連続で前年を下回った。
・品目別にみると、食料品（同4.7％増）が増
加、家庭用品・その他（同39.5％減）、身の回
り品（同28.1％減）、衣料品（同30.5％減）が
減少した。
・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び
率は42.9％の減少となった。

・スーパー売上高は、既存店ベースでは前

年同月比1.2％減と６カ月連続で前年を下

回った。

・食料品は、外出自粛に伴う巣ごもり需要

の継続により同1.8％増となった。営業時

間短縮による集客減、緊急事態宣言延長

による消費マインド低下などにより、衣

料品は同13.1％減、住居関連は同9.3％減

となった。

・全店ベースでは、同0.7％増と２カ月ぶり

に前年を上回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

既存店ベースでは0.5％の増加となった。

全店ベースは２カ月ぶりに増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万9,144

台で前年同月比15.0％減と10カ月ぶり

に前年を下回った。

・内訳では、普通自動車は7,914台（同

14.4％減）、軽自動車は１万1,230台（同

15.5％減）となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、9.0％の減少となった。

10カ月ぶりに減少

・電気製品卸売販売額は、家電量販店向け

販売でエアコン、白物・電子レンジなど

が減少したことなどから、前年同月比

14.6％減と２カ月連続で前年を下回っ

た。

・品目別にみると、ＡＶ商品ではテレビが

同14.4％増、ＢＤレコーダーが同7.5％減、

エアコンが同19.6％減、白物では冷蔵庫

が同4.1％減、洗濯機が同22.0％減、その

他は同19.8％減となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸

び率は、14.0％の減少となった。

２カ月連続で減少

・新車販売台数は4,316台で前年同月比

9.1％減と２カ月連続で前年を下回った。

世界的な半導体不足に加え、新型コロナ

ウイルスの影響で海外からの部品調達が

滞ったことなどにより前年を下回った。

・普通自動車（登録車）は2,348台（同5.3％

減）で、うち普通乗用車は649台（同3.7％

増）、小型乗用車は1,554台（同4.5％減）で

あった。軽自動車（届出車）は1,968台（同

13.2％減）で、うち軽乗用車は1,505台（同

19.9％減）であった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、26.1％の減少となった。

２カ月連続で減少
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出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省

※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（注）2021年1月より調査先の一部更改を行い、18社から17社となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、444億3,965万円で、

市町村、独立行政法人等・その他は増加し

たが、国、県は減少したことから前年同月

比0.3％減となり、２カ月連続で前年を下

回った。

・発注者別では、市町村（同37.6％増）、独立

行政法人等・その他（同41.9％増）は増加し、

国（同10.6％減）、県（同22.0％減）は減少し

た。

２カ月連続で減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は、

公共工事は増加したものの、民間工事は

減少したことから、前年同月比3.6％減と

２カ月連続で前年を下回った。

・発注者別では、公共工事（同173.4％増）

は２カ月連続で増加し、民間工事（同

46.6％減）は２カ月連続で減少した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は５万8,267トンとなり、
前年同月比33.2％減と13カ月連続で前
年を下回った。
・生コン出荷量は９万2,978㎥で同27.6％
減となり、13カ月連続で前年を下回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、公共施設向けなどが増加し、
防衛省向けや庁舎関連向けなどが減少
した。民間工事では、電力関連向けなど
が増加し、宿泊施設向けや分譲マンショ
ン向けなどが減少した。

・鋼材売上高は、鉄スクラップなど原材料

の需給ひっ迫により一部で単価の上昇

がみられるものの、分譲住宅など民間工

事の引き合いが弱いことなどから前年

同月比17.1％減と22カ月連続で前年を

下回った。

・木材売上高は、需給ひっ迫により木材価

格が上昇したことなどから同2.0％増と

３カ月連続で前年を上回った。

セメントは13カ月連続で減少、
生コンは13カ月連続で減少

鋼材は22カ月連続で減少、
木材は３カ月連続で増加

・建築着工床面積（６月）は12万1,597㎡と

なり、居住用は増加したものの、非居住用

は減少したことから前年同月比24.5％減

と３カ月連続で前年を下回った。用途別

では、居住用は同4.3％増となり、非居住用

は同42.1％減となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では、居住専用は増加し、居住

産業併用は減少した。非居住用では、運輸

業用などが増加し、不動産業用や教育・学

習支援業用などが減少した。

３カ月連続で減少

・新設住宅着工戸数（６月）は761戸となり、

持家、貸家、分譲は増加したが、給与は減

少したことから前年同月比0.8％減と５カ

月連続で前年を下回った。

・利用関係別では、持家（229戸）が同0.4％増、

貸家（394戸）が同12.6％増、分譲（137戸）

が同44.2％増と増加し、給与（１戸）が同

98.9％減と減少した。

５カ月連続で減少
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建設関連

出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省

※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（注）2021年1月より調査先の一部更改を行い、18社から17社となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、444億3,965万円で、

市町村、独立行政法人等・その他は増加し

たが、国、県は減少したことから前年同月

比0.3％減となり、２カ月連続で前年を下

回った。

・発注者別では、市町村（同37.6％増）、独立

行政法人等・その他（同41.9％増）は増加し、

国（同10.6％減）、県（同22.0％減）は減少し

た。

２カ月連続で減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は、

公共工事は増加したものの、民間工事は

減少したことから、前年同月比3.6％減と

２カ月連続で前年を下回った。

・発注者別では、公共工事（同173.4％増）

は２カ月連続で増加し、民間工事（同

46.6％減）は２カ月連続で減少した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は５万8,267トンとなり、
前年同月比33.2％減と13カ月連続で前
年を下回った。
・生コン出荷量は９万2,978㎥で同27.6％
減となり、13カ月連続で前年を下回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、公共施設向けなどが増加し、
防衛省向けや庁舎関連向けなどが減少
した。民間工事では、電力関連向けなど
が増加し、宿泊施設向けや分譲マンショ
ン向けなどが減少した。

・鋼材売上高は、鉄スクラップなど原材料

の需給ひっ迫により一部で単価の上昇

がみられるものの、分譲住宅など民間工

事の引き合いが弱いことなどから前年

同月比17.1％減と22カ月連続で前年を

下回った。

・木材売上高は、需給ひっ迫により木材価

格が上昇したことなどから同2.0％増と

３カ月連続で前年を上回った。

セメントは13カ月連続で減少、
生コンは13カ月連続で減少

鋼材は22カ月連続で減少、
木材は３カ月連続で増加

・建築着工床面積（６月）は12万1,597㎡と

なり、居住用は増加したものの、非居住用

は減少したことから前年同月比24.5％減

と３カ月連続で前年を下回った。用途別

では、居住用は同4.3％増となり、非居住用

は同42.1％減となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では、居住専用は増加し、居住

産業併用は減少した。非居住用では、運輸

業用などが増加し、不動産業用や教育・学

習支援業用などが減少した。

３カ月連続で減少

・新設住宅着工戸数（６月）は761戸となり、

持家、貸家、分譲は増加したが、給与は減

少したことから前年同月比0.8％減と５カ

月連続で前年を下回った。

・利用関係別では、持家（229戸）が同0.4％増、

貸家（394戸）が同12.6％増、分譲（137戸）

が同44.2％増と増加し、給与（１戸）が同

98.9％減と減少した。

５カ月連続で減少
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は8施設（うち県外客については6施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、25万400人（前年同月比

9.7％減）となり、４カ月ぶりに前年を下

回った。

・路線別では、空路は24万9,400人（同9.7％

減）となり４カ月ぶりに前年を下回った。

海路は1,000人（同16.7％減）となり２カ月

連続で前年を下回った。

・沖縄県や一部地域において緊急事態宣言

やまん延防止等重点措置が適用されたこ

とや、Go Toトラベル等の旅行需要喚起策

が一時停止されていること、台風停滞に

よる航空便の欠航などから、前年同月を

下回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は74.0％の減少となった。

4カ月ぶりに減少

・主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販
売客室数（数量要因）、宿泊客室単価（価
格要因）ともに減少し、前年同月比29.3％
減と４カ月ぶりに前年を下回った。那覇
市内ホテルは販売客室数、宿泊客室単価
ともに減少し、同36.5％減と４カ月ぶり
に前年を下回った。リゾート型ホテルの
販売客室数は減少、宿泊客室単価は上昇
し、同28.4％減と４カ月ぶりに前年を下
回った。新型コロナ以前の2019年と比較
した宿泊収入は、全体は79.1％の減少、那
覇市内ホテルは85.7％減少、リゾート型
ホテルは78.1％減少となった。

４カ月ぶりに減少

・主要観光施設の入場者数（除く首里城、

速報値）は、前年同月比72.6％減となり

２カ月連続で前年を下回った。首里城

を含むベースは、同75.7％減と２カ月連

続で前年を下回った。

・沖縄県や一部地域において緊急事態宣

言やまん延防止等重点措置が継続され

たことにより、県立施設が原則全面休

館となったことが大きく影響した。

・新型コロナ以前の2019年と比較した入

場者数は、首里城を除くベースは93.5％

の減少、首里城を含むベースは94.9％減

少となった。

２カ月連続で減少

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

13.6％減と２カ月連続で前年を下回っ

た。県内客は２カ月連続で前年を下回

り、県外客は４カ月ぶりに前年を下

回った。売上高は同18.6%減と５カ月ぶ

りに前年を下回った。

・台風停滞等の悪天候により休業やキャ

ンセルがあり入場者や売上に大きく影

響した。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

入場者数は7.0％減少（県内客は増加、県

外客は減少）、売上高は24.2％の減少と

なった。

入場者数は２カ月連続減少、
売上高は５カ月ぶりに減少

・国内客は、25万400人（前年同月比9.7％

減）となり、４カ月ぶりに前年を下回った。

・外国客は、2020年４月以降16カ月連続で

０人となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、国内客は62.1％の減少、外国客は全

減となった

国内客が減少、
外国客は16カ月連続で０人

・主要ホテルは、客室稼働率は20.9％と前年
同月差6.7％ポイント下落、売上高は前年
同月比26.1％減となり、稼働率、売上高と
もに４カ月ぶりに前年を下回った。那覇
市内ホテルの客室稼働率は22.2％と同
1.8％ポイント下落、売上高は同30.4％減、
リゾート型ホテルの客室稼働率は20.4％
と同8 . 7％ポイント下落、売上高は同
25.5％減と、那覇市内、リゾート型ともに
稼働率、売上高が４カ月ぶりに前年を下
回った。おきなわ彩発見やGo Toトラベル
などの旅行需要喚起策が奏功した2020年
との比較であるが、緊急事態宣言等の人
的移動制限に加え台風停滞による悪天候
が大きく影響した。新型コロナ以前の
2019年と比較した売上高は、全体は
77.3％の減少、那覇市内ホテルは83.2％減
少、リゾート型ホテルは76.2％減少となっ
た。

稼働率、売上高ともに４カ月ぶりに減少
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は8施設（うち県外客については6施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、25万400人（前年同月比

9.7％減）となり、４カ月ぶりに前年を下

回った。

・路線別では、空路は24万9,400人（同9.7％

減）となり４カ月ぶりに前年を下回った。

海路は1,000人（同16.7％減）となり２カ月

連続で前年を下回った。

・沖縄県や一部地域において緊急事態宣言

やまん延防止等重点措置が適用されたこ

とや、Go Toトラベル等の旅行需要喚起策

が一時停止されていること、台風停滞に

よる航空便の欠航などから、前年同月を

下回った。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は74.0％の減少となった。

4カ月ぶりに減少

・主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販
売客室数（数量要因）、宿泊客室単価（価
格要因）ともに減少し、前年同月比29.3％
減と４カ月ぶりに前年を下回った。那覇
市内ホテルは販売客室数、宿泊客室単価
ともに減少し、同36.5％減と４カ月ぶり
に前年を下回った。リゾート型ホテルの
販売客室数は減少、宿泊客室単価は上昇
し、同28.4％減と４カ月ぶりに前年を下
回った。新型コロナ以前の2019年と比較
した宿泊収入は、全体は79.1％の減少、那
覇市内ホテルは85.7％減少、リゾート型
ホテルは78.1％減少となった。

４カ月ぶりに減少

・主要観光施設の入場者数（除く首里城、

速報値）は、前年同月比72.6％減となり

２カ月連続で前年を下回った。首里城

を含むベースは、同75.7％減と２カ月連

続で前年を下回った。

・沖縄県や一部地域において緊急事態宣

言やまん延防止等重点措置が継続され

たことにより、県立施設が原則全面休

館となったことが大きく影響した。

・新型コロナ以前の2019年と比較した入

場者数は、首里城を除くベースは93.5％

の減少、首里城を含むベースは94.9％減

少となった。

２カ月連続で減少

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

13.6％減と２カ月連続で前年を下回っ

た。県内客は２カ月連続で前年を下回

り、県外客は４カ月ぶりに前年を下

回った。売上高は同18.6%減と５カ月ぶ

りに前年を下回った。

・台風停滞等の悪天候により休業やキャ

ンセルがあり入場者や売上に大きく影

響した。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

入場者数は7.0％減少（県内客は増加、県

外客は減少）、売上高は24.2％の減少と

なった。

入場者数は２カ月連続減少、
売上高は５カ月ぶりに減少

・国内客は、25万400人（前年同月比9.7％

減）となり、４カ月ぶりに前年を下回った。

・外国客は、2020年４月以降16カ月連続で

０人となった。

・新型コロナ以前の2019年と比較した伸び

率は、国内客は62.1％の減少、外国客は全

減となった

国内客が減少、
外国客は16カ月連続で０人

・主要ホテルは、客室稼働率は20.9％と前年
同月差6.7％ポイント下落、売上高は前年
同月比26.1％減となり、稼働率、売上高と
もに４カ月ぶりに前年を下回った。那覇
市内ホテルの客室稼働率は22.2％と同
1.8％ポイント下落、売上高は同30.4％減、
リゾート型ホテルの客室稼働率は20.4％
と同8 . 7％ポイント下落、売上高は同
25.5％減と、那覇市内、リゾート型ともに
稼働率、売上高が４カ月ぶりに前年を下
回った。おきなわ彩発見やGo Toトラベル
などの旅行需要喚起策が奏功した2020年
との比較であるが、緊急事態宣言等の人
的移動制限に加え台風停滞による悪天候
が大きく影響した。新型コロナ以前の
2019年と比較した売上高は、全体は
77.3％の減少、那覇市内ホテルは83.2％減
少、リゾート型ホテルは76.2％減少となっ
た。

稼働率、売上高ともに４カ月ぶりに減少
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2020年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】（前年同月比）

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は28 . 8℃となり、前年同月

（29.3℃）より低く、平年（29.1℃）より低

かった。降水量は337.5ｍｍで前年同月

（281.0ｍｍ）より多かった。

・高気圧に覆われて晴れた日が多かったが、

湿った空気の影響で大雨となった所や台

風第６号の影響で大荒れや大雨となった

所があった。平均気温は平年より低く、降

水量は平年より多く、日照時間は平年より

少なかった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

出所：沖縄県（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。
　　　　　 （注2）2016年7月より2015年=100に改定された。

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比4.9％増となり

４カ月連続で前年を上回った。産業別に

みると、宿泊業・飲食サービス業や製造業

などで増加した。有効求人倍率（季調値）

は0.84倍と、前月より0.04ポイント下落し

た。

・労働力人口は、75万2,000人で同0.4％増と

なり、就業者数は、72万人で同0.7％減と

なった。完全失業者数は３万2,000人で同

33.3％増となり、完全失業率（季調値）は

4.5％と、前月より0.8％ポイント悪化した。

新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は下落

・消費者物価指数は、前年同月比0.1％減と

４カ月連続で前年を下回った。生鮮食品

を除く総合は前年と同水準となった。

・品目別の動きをみると、光熱・水道などは

上昇し、交通・通信などは下落した。

４カ月連続で下落

・倒産件数は、１件で前年同月を４件下

回った。業種別では、サービス業１件（同

２件減）となった。

・負債総額は１億5,400万円となり、前年同

月比82.1％減となった。

件数、負債総額ともに減少

・広告収入（マスコミ：６月）は、前年同月比

9.4％増と４カ月連続で前年を上回った。

・2020年３月から新型コロナウイルス感染

症によるイベントなどの中止を受けて、

広告収入の減少が続いていた反動で増加

した。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

16.2％の減少となった。

４カ月連続で増加
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2020年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】（前年同月比）

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は28 . 8℃となり、前年同月

（29.3℃）より低く、平年（29.1℃）より低

かった。降水量は337.5ｍｍで前年同月

（281.0ｍｍ）より多かった。

・高気圧に覆われて晴れた日が多かったが、

湿った空気の影響で大雨となった所や台

風第６号の影響で大荒れや大雨となった

所があった。平均気温は平年より低く、降

水量は平年より多く、日照時間は平年より

少なかった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

出所：沖縄県（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。
　　　　　 （注2）2016年7月より2015年=100に改定された。

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比4.9％増となり

４カ月連続で前年を上回った。産業別に

みると、宿泊業・飲食サービス業や製造業

などで増加した。有効求人倍率（季調値）

は0.84倍と、前月より0.04ポイント下落し

た。

・労働力人口は、75万2,000人で同0.4％増と

なり、就業者数は、72万人で同0.7％減と

なった。完全失業者数は３万2,000人で同

33.3％増となり、完全失業率（季調値）は

4.5％と、前月より0.8％ポイント悪化した。

新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は下落

・消費者物価指数は、前年同月比0.1％減と

４カ月連続で前年を下回った。生鮮食品

を除く総合は前年と同水準となった。

・品目別の動きをみると、光熱・水道などは

上昇し、交通・通信などは下落した。

４カ月連続で下落

・倒産件数は、１件で前年同月を４件下

回った。業種別では、サービス業１件（同

２件減）となった。

・負債総額は１億5,400万円となり、前年同

月比82.1％減となった。

件数、負債総額ともに減少

・広告収入（マスコミ：６月）は、前年同月比

9.4％増と４カ月連続で前年を上回った。

・2020年３月から新型コロナウイルス感染

症によるイベントなどの中止を受けて、

広告収入の減少が続いていた反動で増加

した。

・新型コロナ以前の2019年と比較すると、

16.2％の減少となった。

４カ月連続で増加
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　今年７月、経済産業省からエネルギー基本計画の
素案が公表されました。素案では、2030年度の
総発電量の36～ 38％を再生可能エネルギーで賄
うことが示されています。再生可能エネルギーとは、
太陽光、風力、その他非化石エネルギー源のうち、
エネルギー源として永続的に利用することができる
と認められるものとして政令で定められるもの、と
定義されます。具体的には太陽光や風力、水力、動
植物由来の生物資源であるバイオマス等です。
　素案の背景には、地球温暖化問題があります。近
年、世界各地で局地的な豪雨や大型台風等の異常気
象による洪水、山火事等の災害が発生しています。
その対策として、地球温暖化の原因と考えられてい
る二酸化炭素などの温室効果ガスを多く排出する石
炭等による発電量を縮小。再生可能エネルギーによ
る発電量を拡大することで、異常気象拡大を抑え、
生活環境や経済活動への影響を抑制しようとするも
ので世界的にも同様の流れが加速しています。
　県内でも電力会社や企業、自治体による脱炭素社
会実現に向けた包括連携協定や、再生可能エネル
ギー発電所の稼働等の新たな動きがみられます。
　このような世界の動きは、私たちのライフスタイ
ルにさまざまな変化をもたらすと予想されます。次
世代を生きる人々の生活や地球環境を維持し、保護
するためにも、できることや始められることを、私
たち一人一人が改めて考えるきっかけにしたいもの
です。

　長期的な経済成長を継続していくためには、生産
性を高めた産業の拡大が必要です。また、その要と
なる労働者の収入や就業機会を平等にした、働きが
いのある環境をつくることが重要です。
　企業が従業員を平等に評価する人事評価制度を導
入することは、働きがいのある環境の一つと捉える
ことができます。
　人事評価制度を導入するメリットとして①企業理
念や経営目標など、企業の進むべき道や求める人物
像を明確に示すことで生産性や業績が向上する②客
観的な指標で評価の偏りを防ぎ、適切な処遇を決定
できる③従業員一人一人の能力や強みを客観的に評
価し、最適な人員配置ができる④評価基準と処遇を
明確にすることで従業員が「頑張れば評価される」
と認識し、自発的な成長が期待できる―などが挙げ
られます。
　適切な人事評価制度の導入で従業員の納得度が増
し、モチベーション向上や労働生産性の向上が期待
できます。
　また、人事評価制度の導入と適正運営は
SDGs( 持続可能な開発目標 ) とも深い関係があり
ます。SDGs の 17の目標のうち8番目に「働き
がいも経済成長も」という項目があります。これは
「すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可
能な経済成長、生産的な完全雇用およびディーセン
ト・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を推
進する」という目標です。私たちにも身近な人事評
価制度が、グローバルな取り組みにもつながってい
るのです。

人事評価制度 再生可能エネルギー

琉球銀行　法人事業部 調査役
中村　有希

琉球銀行　大道支店長
竹越　康一郎

意欲と生産性向上期待 化石燃料減で環境保護
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沖縄タイムスに掲載のコラム　 [ 注：所属部署、　役職は執筆時のものです。]

　楽曲が米ビルボードチャートで数週間にわたり1位
を獲得し、世界的アーティストとなったBTSは、韓
国出身の音楽グループです。ここ十数年で韓国ドラマ
や映画等をよく目にします。なぜ韓国発コンテンツが
流行しているのか。それは1997年の「アジア通貨
危機」が一因です。
　急激な通貨価値の下落で、産業の集約や新しい産業
構築を迫られました。そこで国策として、文化等エ
ンターテイメントに関するコンテンツの輸出に力を入
れました。結果、2005年に約13億ドルだったコ
ンテンツ産業の輸出額は、20年には8.3倍の108
億３千ドルに拡大しました。
　初期は音楽や映画等の芸能コンテンツでしたが、今
はゲームなどのソフトウエアコンテンツに移行してい
ます。どれも物理的資源を要しないというのも戦略の
一つです。またこれらのコンテンツで、韓国のブラン
ドイメージが向上し韓国製品の輸出拡大にもつながり
ました。
　韓国が海外をターゲットとした理由の一つに、国内
マーケットの狭さがあります。日本の人口約1億2
千万人に対して、韓国の人口は日本のおおよそ半分。
国内だけでは通貨危機から経済や国民を守ることがで
きなかったのです。
　コロナ禍を乗り越えた時、私たちはこれまで通りの
経済活動で以前の生活を取り戻せるのでしょうか。前
例を踏襲する経済政策や戦略ではなく、新しい手法や
考え方、リスクの取り方を想像しなければならない時
期にきているのかもしれません。

韓国発の流行

琉球銀行　証券国際部
神里　彩香

エンタメ輸出を国策に

　昨今、資産運用を始める人が増えてきています。増
加の理由は、長引く日本の低金利や老後資金2千万
円問題などを背景に、若年層を中心に証券口座開設
数が増えたからだと言われています。
　2019年8月に金融広報中央委員会（事務局：日銀）
が実施した「金融リテラシー調査」が公表されてい
ます。金融リテラシーとは、金融に関する知識や金
融知識を活用する能力のことです。
　金融リテラシー調査にみる沖縄県の特徴として、
金融に関する正誤問題で正解率が全国最下位である
ことや、お金を借り過ぎていると感じている人の割
合が最も多い県であることが挙げられます。緊急時
に備えた資金を確保している人の割合が低く、消費
者ローンを利用している人が多いことも特徴的です。
　また、学校で金融教育を行っていくべきだとの考
えを持つ人の割合も、全国3位と高いことが分かり
ます。
　預金だけで資産形成ができたという歴史的背景も
ありますが、他の先進国と比較しても日本は教育課
程において、資産運用や資産形成について学ぶ機会
が少ないと言えるでしょう。
　自助努力で資産形成が必要となっている現代社会
では、今後、教育課程でベースとなるような金融知
識を学ぶ機会が重要です。金融に関する学びの場を
提供するのは金融機関だけではなく、民間企業や、
各市町村などの地方自治体が連携し、できる限り多
く学びの場を提供するということが大切でしょう。

金融リテラシー

琉球銀行　リテール事業部
藏　才子

教育課程での学び必要
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　事業所税という税金をご存じでしょうか。おそらく
多くの方には、なじみのない税金かもしれません。
　事業所税とは東京都23区や人口30万人以上の都
市、政令指定都市などで一定規模以上の事業所を営む
個人や法人に課される地方税のことです。
　人口や企業が集中することによって著しく都市機能
が低下し、交通・防災・公害などの都市問題が発生し
ます。これらの都市環境の整備や改善に必要な財源の
確保を図る目的で、1975年度に創設されました。
　県内では人口30万人を超える那覇市が事業所税の
課税団体となっています。指定都市等に所在する事務
所・事業所の面積の合計が千平方㍍を超える場合、も
しくは従業員の合計が100人を超える場合の給与総
額に課税される仕組みです。
　新たに事業所等を開設する場合や他市町村から移転
する際は、その規模が事業所税の課税対象に該当しな
いか留意する必要があります。
　法人は事業年度終了の日から2ヶ月以内、個人は3
月15日までの納付期限内に、自ら納付すべき事業所
税の課税標準額や税額を算出し、指定都市等に申告書
を提出する必要があります。
　納付方法は指定金融機関の窓口で納付する方法や自
宅やオフィスからインターネットを経由して行う電子
申告、電子納付する方法があります。事務効率化の観
点からも電子申告、納付の利用が増えてきているよう
です。

事業所税

琉球銀行　総務部　調査役
与儀　久子

那覇市　課税団体に指定
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太陽グラントソントン

経済財政運営と改革の基本方針2021について

　経営情報　　　　　　提供：太陽グラントソントン税理士法人

成長分野における研究開発や技術革新を国家が支援し、国際競争力を高めようとする動きが諸外国
において顕著になってきています。我が国においても、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（令
和 3年 6月 18日 閣議決定、以下、「基本方針」とする。）が公表され、グリーン社会、デジタル
化、地方創生、少子化対策の 4つを成長戦略の柱としています。基本方針を別な視点で捉えると、官
民連携というテーマが見えてきます。

「経済財政運営と改革の基本方針 2021 」について

基本方針に合わせて「成長戦略実行計画」及び「成長戦略フォローアップ」（以下、「成長戦略」
とする。）が閣議決定されています。成長戦略では、2050年カーボンニュートラル、デジタル庁の創
設などのほかに、次のような注目すべき実行計画が記載されています。

① グリーン社会の実現に向けて、グリーンイノベーション基金を 2兆円規模で設置し、民間企業の
研究開発支援を行う。

② デジタル基盤整備を加速し、マイナンバー制度等これまで構築した基盤も活用しながら、民間部
門全体における DX やデジタル投資の加速に官民一体で取り組む。このために 5G 情報通信イン
フラの早期かつ集中的な整備を推進し、産業用途への拡大に必要なポスト 5G、さらには 6G（ビ
ヨンド 5G）の技術開発を推進する。

③ 経済成長と安全保障の両面から、宇宙、量子技術、AI、スーパーコンピューター・半導体、原子
力、先端素材、バイオ、海洋等の分野における先端技術について、関係省庁等が連携し、実用化
に向けた強力な支援を行う新たなプロジェクトを創出する。

④ 公共事業の効率化を図るため、PPP/PFIなどの官民連携手法を通じて民間の創意工夫を最大限取
り入れ、地方自治体などのインフラ資産の維持管理・社会資本整備の生産性を高める。

上記のうち、グリーンイノベーションについては、14 の産業分野別※１に具体的な技術課題と今後の
施策が詳細に記載されており、技術開発の動向を理解するうえで特に注目すべき情報が記載されてい
ます。

※１ 洋上風力次世代型太陽光・地熱産業、水素燃料アンモニア産業、自動車蓄電池産業、カーボンリサイクル・マテリアル産業、

住宅建築産業、次世代熱エネルギー産業、原子力産業、半導体・情報通信産業、船舶産業、物流・人流・土木インフラ産業、食料・農

林水産業、航空機産業、資源循環関連産業、ライフスタイル関連産業

テーマは官民連携

グリーン社会、デジタル化、データ活用の急速な進展を通じて世界全体の経済構造、競争環境が大
きく変化しているとの認識に基づき、政府が主導して民間の大胆な投資とイノベーションを促し、経
済社会構造を転換し、国際競争力や生産性の向上を実現することを基本方針、成長戦略は目標として
います。民間の競争環境整備に限定し政府は極力介入しないという従来型の発想から、重要分野の研
究開発を政府が支援して民間の技術革新を促進するという発想へと転換が行われています。国際競争
力向上を意識した官民連携が今後の重要テーマになっていると捉えることができます。

お見逃しなく！

成長戦略は首相官邸ホームページで全文（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/portal/plan/）を確
認することができます。成長戦略には、今後の政府の重点施策だけでなく、現時点での技術課題や対
応方針が記載されており、世の中のトレンドを把握するうえで大変参考となる情報が記載されていま
す。是非一読下さい。
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経済日誌

82021.

国内最大級の食の商談会「沖縄大交易会

2021」のオンライン商談会が始まった。

実行委員会では、サプライヤー（売り手）

350社、バイヤー（買い手）250社の規模

を目指し、９月末まで参加を募る。開催

期間は12月24日まで。

沖縄国税事務所が発表した2020年度の

租税滞納状況によると、滞納残高は前年

度比9.9％増の67億9,700万円で、３年ぶ

りに増加した。新型コロナウイルスの影

響で納税が困難な納税者に対する猶予

制度により、滞納を回収した「整理済額」

が18.0％減の53億7,500万円となった。

東京五輪の空手男子形が日本武道館で

行われ、決勝で県出身の喜友名諒選手が

「オーハン大」を演武。28.72点でスペイ

ンのダミアン・キンテロ選手を破り、金

メダルを獲得した。沖縄県出身選手が五

輪で頂点に立つ初の快挙を成し遂げた。

沖縄地方最低賃金審議会は、2021年度の

県内最低賃金（最賃）を、現行の時給792

円から28円（3.5％）引上げ820円とすると

沖縄労働局長に答申した。28円の引上げ

額は19年度と並び過去最大。改定後の最

賃は10月８日から適用される見通し。

沖縄地区税関によると、2020年の県内

のバナナ輸入量は前年比4.9％増の１万

1,473㌧、輸入額は同6.3％増の12億3,493

万円と、数量、金額ともに1972年の日本

復帰以降過去最高を記録した。巣ごもり

需要に加え、バナナジュースのブームな

どが消費拡大に寄与した。

東京商工リサーチ沖縄支店が実施した

３月期決算の県内企業349社の業績動向

調査によると、新型コロナウイルスの影

響で、売上高が増加した「増収企業」は前

年に比べて減少した。一方、コロナ関連

の助成金などによる営業外収益の増加

などにより、純利益が増加した「増益企

業」は過去５年間で最多となった。

農林水産省によると、2021年上半期（１～

６月）の農林水産物・食品の輸出額が前年

同期比30.8％増の5,407億円と過去最高と

なった。新型コロナウイルス感染拡大で

海外での家庭向け需要が伸び、牛肉や日

本酒がけん引した。

中国の自動車大手浙江吉利控股集団は、

フランス大手ルノーと提携し、中国でハ

イブリッド車（HV）事業を展開すると発表

した。両社で合弁会社を設立し、吉利は自

社技術を生かしてルノーブランドのHVを

生産、ルノーは販売面を担当する。

財務省が発表した2021年上半期（１～６

月）の国際収支速報によると、海外とのモ

ノやサービス、投資の取引状況を示す経

済収支の黒字額は、前年同期比50.3％増の

10兆4,675億円となった。経済回復に伴い、

輸出が改善したことが寄与した。

観光庁は、都道府県による住民向け旅行

割引について、新たに沖縄を含む10府県

への補助金交付を決定した。補助対象は

計41道府県。財源は、停止が続く国の観光

支援事業「Go　To　トラベル」の予算が充

てられる。補助対象期間延長の可否は今

後検討される見通し。

日本通信販売協会によると、2020年度の

通販売上高（推計値）は、前年度比20.1％増

の10兆6,300億円となり、初めて10兆円を

超えた。20％を超える伸び率も、1982年の

調査開始以降初めて。新型コロナウイル

ス感染拡大による外出自粛で、通販需要

が急拡大した。

第16回パラピンピック競技大会の開会式

が、東京都の国立競技場で行われた。東京

大会は1964年以来で、同一都市で２回開

催されるのは夏季史上初。過去最大規模

の161カ国・地域と難民選手団から4,000人

超の選手が参加予定。大会は共生社会の

実現を理念とし、９月５日までの日程で

22競技539種目が実施される。

沖　　縄 全国・海外

ECONOMIC DIARY 

　経済日誌 沖縄×日本全国・海外
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40 41

注) 百貨店売上高は、2014年９月より調査先が一部変更となった。

注) 新車販売台数の出所は沖縄県自動車販売協会、中古自動車販売台数は沖縄県中古自動車販売協会。

注) ホテルは、2019年8月より調査先が25ホテルから28ホテルとなった。

注) 2012年5月より外国客の入域観光客数を掲載した。

注) 鉱工業生産指数の暦年値、前年比は原指数の増減率。　2019年4月より2015年＝100に改定された。

注) 消費者物価指数は、2016年7月より2015年＝100に改定された。

注) 失業率と有効求人倍率（季調値）は、2020年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

注) 有効求人倍率（季調値）と新規求人数は、就業地ベース。

注) 建設受注額は、2021年1月より調査先を18社から17社とした。

注) ゴルフ場入場者数は、2021年4月より調査先を8ゴルフ場から6ゴルフ場とした。
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沖縄県内の金融統計
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42

注) 銀行券増減は、端数調整により一致しない場合がある。

注) 貸出金利は、暦年ベース。

注) 不渡発生率は、不渡実数（金額）÷手形交換高（金額）×100

注 ) 県内金融機関の預金残高は、19年 2月分より日本銀行（本店）ホームページ上で公表している県内預金合計に遡及改訂した。



CON T E N T S

■令和元年
12月 No.602 経営トップに聞く　米島酒造株式会社
（RRI no.161） 

■令和２年
１月 No.603 経営トップに聞く　株式会社ポイントピュール
（RRI no.162） An Entrepreneur　合資会社越来造船
 特集1 沖縄県内のオーバーツーリズムの現状および課題
 特集2 沖縄県経済2019年の回顧と2020年の展望

２月 No.604 経営トップに聞く　有限会社MIZUHO
（RRI no.163） 

３月 No.605 経営トップに聞く　平安座総合開発株式会社
（RRI no.164） An Entrepreneur　合資会社 導プランニング

４月 No.606 経営トップに聞く　琉球フットボールクラブ株式会社
（RRI no.165）
 
５月 No.607 経営トップに聞く　丸正印刷株式会社
（RRI no.166） 特別寄稿　台湾における人道物流
 　　　　  （マスク国家チーム）と沖縄への提言
 特集 2019年度の沖縄県経済の動向

６月 No.608 経営トップに聞く　株式会社人材派遣センターオキナワ
（RRI no.167） 特別寄稿　非常事態宣言下における県内ビジネス
 　　　　　 再開と今後
 特集 沖縄の気候を活かした広域サイクルツーリ
         ズムによる差別化戦略

７月 No.609 経営トップに聞く　株式会社リウコム
（RRI no.168） 特集 沖縄県の主要経済指標

８月 No.610 経営トップに聞く　株式会社ブラザーランドリー
（RRI no.169） 特集　沖縄県内における2020年プロ野球
 　　　春季キャンプの経済効果

９月 No.611 経営トップに聞く　有限会社 りゅうほう
（RRI no.170） 特集　第18回石垣島マラソンの経済効果

10月 No.612 経営トップに聞く　株式会社  与那覇食品
（RRI no.171） 

11月 No.613 経営トップに聞く　タイラホールディングス株式会社
（RRI no.172） 

12月 No.614 経営トップに聞く　沖縄建築確認検査センター株式会社
（RRI no.173） An Entrepreneur　株式会社木村内装
 特集 コロナ下における県内個人消費の動向について

■令和３年
１月 No.615 経営トップに聞く　株式会社ラジオ沖縄
（RRI no.174） An Entrepreneur　合資会社越来造船
 特集1 沖縄県における中古マンション価格の推移と将来予測
 特集2 沖縄県経済2020年の回顧と2021年の展望

２月 No.616 特別寄稿　ピアの力／ユイマールの力で地域を守る
（RRI no.175） 経営トップに聞く　有限会社　オキミヤ
 An Entrepreneur　ぎのわんヒルズ通り会

３月 No.617 経営トップに聞く　マギー株式会社
（RRI no.176） An Entrepreneur　ラ・クンチーナ　ZUMIカフェ

４月 No.618 経営トップに聞く　有限会社今帰仁酒造
（RRI no.177） An Entrepreneur　Lei Hale Okinawa
 　　　　　　　　ゆめじん有限会社

５月 No.619 経営トップに聞く　株式会社テンポンドジャパン
（RRI no.178） An Entrepreneur　株式会社キモノバナ
 　　　　　　　　農業生産法人　有限会社今帰仁きのこ園
 特集1 一戸あたり工事予定額からみる今後の住宅市場
 特集2 2020年度の沖縄県経済の動向

６月 No.620 経営トップに聞く　株式会社ゆにてっくす
（RRI no.179） An Entrepreneur　株式会社琉球ぴらす
　　　　　　　　　　　　　　　株式会社大田製靴店

７月 No.621 経営トップに聞く　マルユウグループ
（RRI no.180） An Entrepreneur　トゥルーバ沖縄株式会社
 特集 沖縄県の主要経済指標

８月 No.622 経営トップに聞く　沖縄ホンダ株式会社
（RRI no.181） An Entrepreneur　合同会社　AICO
 特集　沖縄県内における2021年プロ野球
 　　　春季キャンプの経済効果

特集レポートバックナンバー

CON T E N T S

No.6239
2021

経営トップに聞く
有限会社　ペットクラブオーシャン
～動物を愛する方へ夢を届けるプロとして総合的なサポートを続ける～

代表取締役社長　 金城　高治 氏

起業家訪問　An Entrepreneur
有限会社 　宮城珠算学校
～努力することの大切さを学び人間性を高める教育を実践～
校長　 宮城　忍人 氏

新時代の教育研究を切り拓く
～スピードと吸収が新型充電電池の最適化のカギ～

沖縄科学技術大学院大学コミュニケーション・広報ディビジョン メディアセクション

（同大学のHP記事より許可を得て転載）

特集 拡大する eスポーツと県内の現状について
りゅうぎん総合研究所　上席研究員　 新垣　貴史

行政情報142
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

県内大型プロジェクトの動向140

沖縄県の景気動向（2021年7月）
～景気は後退している（7カ月連続）～

学びバンク
・人事評価制度　～意欲と生産性向上期待～

　琉球銀行　法人事業部　調査役　中村　有希

・再生可能エネルギー　～化石燃料減で環境保護～

　琉球銀行　大道支店長　竹越　康一郎

・韓国発の流行　～エンタメ輸出を国策に～ 

　琉球銀行　証券国際部　神里　彩香

・金融リテラシー　～教育課程での学び必要～

　琉球銀行　リテール事業部　藏　才子

・事業所税　～那覇市　課税団体に指定～

　琉球銀行　総務部　調査役　与儀　久子

経営情報 経済財政運営と改革の基本方針2021について
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人

経済日誌 2021年8月
県内の主要経済指標
県内の金融統計
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表紙写真：志良堂　猛史（りゅうぎん総合研究所）
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